
 

第２部 計画の進め方 

第１章 健康づくりと保健医療体制の充実 

 

○ 少子高齢化が今後更に進展し、医療・介護サービスの需要が増大しても、質の高

いサービスを将来にわたって安定的に提供できるよう、東京の医療提供体制を維

持・発展させていかなければなりません。  

 

○ 都民の医療に対する安心や信頼を確保し、症状に応じた質の高い医療サービスを

適切に受けることができるようにするためには、高度医療を担う病院から身近な地

域の診療所や薬局等までの、各医療提供施設の機能に応じた役割分担や医療資源を

最大限に活用した医療連携体制の構築が求められています。  

 

○ 都の疾病構造は、生活水準の向上や医療技術の進歩に伴い、かつては結核などの

感染症が中心でしたが、現在では、がん・心疾患・脳血管疾患・糖尿病などの生活

習慣病が中心となっており、日々の生活習慣の改善など発症する前の予防が重要で

す。 

 

○ 生活習慣は成長期をいかに過ごすかに大きな影響を受け、介護予防は壮年期から

の健康づくりとの一体的な取組が効果的であることから、ライフステージを通じた

健康づくりが求められます。 

 

○ また、病気になった場合にも、患者のニーズに応じた医療を提供するためには、

小児や働く世代、高齢者など、ライフステージに応じた支援体制を充実させるとと

もに、重症化予防に向けた取組も必要です。  

 

○ さらに、医療技術の進歩などに伴う医療の質の向上により、医療の内容が専門化・

多様化していることから、都民が主体的に医療を選択できるよう、医療機関が持つ

機能の情報を適切に集約し、分かりやすく提供する仕組みが必要です。  

 

○ これらの取組により、「誰もが質の高い医療を受けられ、安心して暮らせる『東京』」

を実現するため、予防から治療、在宅療養に至るまで、切れ目のない保健医療体制

の構築を推進します。 
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第１節 都民の視点に立った医療情報の提供・都民の理解促進 

 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

１ 医療情報の提供 

○ 病院や診療所などに関する都民への情報提供について、都は、平成５年度から

電話やファクシミリによる保健医療福祉相談と医療機関案内を行っています。 

 

○ 平成 15 年度からは、インターネットサイト「東京都医療機関案内サービス“ひ

まわり”（以下「ひまわり」という。）」による医療機関の所在地、診療科、医療機

能などの情報提供を行ってきました。 

 

○ また、平成 17 年６月から薬局に関する情報をインターネットサイト「東京都

薬局機能情報提供システム“ｔ－薬局いんふぉ”（以下「ｔ－薬局いんふぉ」とい

う。）」により提供しています。 

 

○ 令和４年度、保健医療福祉相談件数は 57,719 件、医療機関案内件数は 53,242

件、“ひまわり”のアクセス件数は 1,801,223 件、“ｔ－薬局いんふぉ”のアク

セス件数は 264,663 件でした。 

 

○ 都が令和４年９月に行った「保健医療に関する世論調査（令和４年９月調査）」

（以下「世論調査」という。）によると、保健・医療情報の入手方法は、インター

ネットが 55.3％、ＳＮＳが 20.3％で、いずれも前回調査（平成 28 年度）に比

べ、10 ポイント以上増加した一方、テレビは 72.3％、新聞は 28.2％と、テレ

ビ、新聞とも前回から６ポイント低下しています。  

 

○ 医療機関を受診する際の情報の入手先や相談窓口、医療に関する情報を得る公

的な情報源として、“ひまわり”を知っている割合は 14.1％でした。 

 

○ これまで、“ひまわり”で行ってきた医療法に基づく医療機能情報の提供、“ｔ

－薬局いんふぉ”で行ってきた医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の

確保等に関する法律（昭和 35 年法律第 145 号）に基づく薬局機能情報の提供に

ついては、令和６年度から「医療情報ネット（全国統一的な情報提供システム）」

により実施しています。 

 

○ 医療機関や薬局の機能やサービスについて分かりやすく情報提供し、都民の適

切な医療サービスの選択を支援します。 

○ 都民が安心して医療サービスを受けることができるよう、医療制度や医療に関

する情報について、都民の理解を促進する取組を推進します。  
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２ 医療制度や医療情報に関する普及啓発 

○ 「世論調査」によると、保健医療に関して得た情報が自分にとって足りている

との回答は 58.2％で、必要だと思う保健や医療に関する情報は、「病気の症状や

予防・治療」、「どこにどのような医療機関があるか」、「休日・夜間の診療体制や

救急医療機関」、「健康保険や医療費の制度」の順となっています。 

 

○ 都は、“知って安心 暮らしの中の医療情報ナビ”（以下「医療情報ナビ」とい

う。）により、都民（患者・家族等）に対し、医療に関する制度や基本的知識を分

かりやすく説明するとともに、Ｗｅｂサイト“東京都こども医療ガイド”（以下「こ

ども医療ガイド」という。）により、子供の病気やケガの対処法や子育ての情報な

どを提供しています。 

 

○ 医療に関する情報を得るための公的な情報源として、“医療情報ナビ”を知って

いると回答した都民は 2.9％（利用したことがある：0.5％）、“こども医療ガイド”

では 1.6%（利用したことがある：0.8%）となっています（「世論調査」）。 

 

 ○ 都民の医療情報への理解を促進するためには、都民（患者・家族等）に医療情

報の理解を促す機会のある行政機関や医療提供施設などの医療・福祉関係職員が、

適時適切に都民への説明・助言を行う必要があることから、都は医療・福祉関係

職員向けの医療情報に関する研修を実施しています。  

 

 ○ また、住民に身近な区市町村や地区医師会が開催する健診や健康講座等の際に、

都民が医療制度への理解を深め、医療従事者と信頼関係の下、適切な受療行動が

とれるような学習機会を提供するための支援を行っています。  

 

○ 国は、令和３年 10 月に本格的な運用が開始されたマイナンバーカードの健康

保険証利用や、令和５年１月に運用開始された電子処方せん、全国医療情報プラ

ットフォームの構築など、新たな制度や医療ＤＸの取組を進めています。 

 

○ また、新型コロナ感染拡大を契機としたオンライン診療の普及、紹介状を持っ

た患者への診療に重点を置いた紹介受診重点医療機関など新たな医療機関間の役

割分担の取組も進んでいます。 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞都民の医療情報等の適切な選択 

 ○ 都民が病気や症状に応じた適切な医療サービスを選択できるよう、医療機関や

薬局等に関する情報を分かりやすく情報提供するとともに、都民が必要とする情

報に円滑にアクセスできることが必要です。  
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＜課題２＞医療制度などに関する都民の理解 

 ○ 都民が、医療に関する情報を正しく理解し、安心して医療サービスを受けるこ

とができるよう、医療の仕組み等に関する普及啓発を図ることが必要です。  

 

 

（取組１）適切な医療機関の選択を支援するために必要な情報提供の充実  

 ○ 「医療情報ネット（全国統一的な情報提供システム）」や電話等による保健医

療福祉相談などを通じて、都民が求める医療機関や薬局などに関する情報を分か

りやすく提供します。 

 

 ○ 都民が「医療情報ネット（全国統一的な情報提供システム）」や電話等による

保健医療福祉相談にスムーズにアクセスし、必要とする情報を得られるよう、認

知度や利用率の向上に向けた広報に取り組みます。 

（取組２）医療の仕組み等に対する普及啓発 

 ○ “医療情報ナビ”や“こども医療ガイド”等に、オンライン診療や全国医療情

報プラットフォームなどの新たな情報も適宜反映し、都民に対して、医療の仕組

みや医療に関する基礎的な知識等を分かりやすく情報提供します。 

 

 ○ 医療提供施設相互間の機能分担や連携の重要性、適切な医療機関の受診、在宅

療養、看取り等に関する都民の理解を促進するため、都民に身近な区市町村や医

師会等と連携しながら、効果的な普及啓発を実施します。 

 

 ○ 行政機関や医療機関等の職員を対象とした研修会を開催し、患者・家族等から

の相談に応じ、適切な医療につなげることのできる人材を養成します。 
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「 医療情報ネット（全国統一的な情報提供システム） 」 

 

○ 医療法に基づく医療機能情報提供制度（医療情報ネット）は、これまで各都道

府県が個別に検索サイト等を構築・運用し、都においては、医療機関案内サービ

ス“ひまわり”により情報提供を実施してきました。 

 

○ 国は、全国の医療機関を検索可能にするなど、利便性の向上を図るため、各都

道府県の医療情報ネットと医療機能情報のデータを集約した「医療情報ネット（全

国統一的な情報提供システム）」を構築し、令和６年度から運用を開始しています。 

 

○ 「医療情報ネット（全国統一的な情報提供システム）」においても、これまで“ひ

まわり”が提供してきた都独自の情報項目、「キーワード」や「急いで（診療科目

と場所から）」、「じっくり（設備や対応などから）」などのさまざま検索方法、ペ

ージの音声読み上げや多言語翻訳対応、検索結果の２パターン表示（リスト表示

と地図表示）などの機能が提供されています。 

 

○ また、これまで東京都薬局機能情報提供システム“ｔ－薬局いんふぉ”で実施

してきた薬局のサービス内容等についての情報提供についても、令和６年度から、

「医療情報ネット（全国統一的な情報提供システム）」で行われています。  
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あ1 

い2 

                                                   
1 かかりつけ医：本冊子では、公益社団法人日本医師会ホームページを参考に解説しています。 
2 かかりつけ歯科医：本冊子では、「東京都歯科保健推進計画「いい歯」東京」（東京都保健医療局）を参考に解説

しています。  

 

「知って安心 暮らしの医療情報ナビ・東京都こども医療ガイド」 

 

＜知って安心 暮らしの中の医療情報ナビ＞ 

○ 医療機関へのかかり方、かかりつけ医 1・かかりつけ歯科医 2の役割、入院する

際の手続きや医療費の内容、医療機能の分担、退院後の療養生活など、医療に関

する制度や基礎的知識を学べる、都民への普及啓発用の冊子です。  

 

○ 「大人編」「こどもの発熱編」「高齢者の骨折編（マンガ・中高生向け）」の 3 種

類を作成し、入院から退院後までのさまざまな場面を示し、関連する医療制度や

手続きなどについて、簡潔に分かりやすく解説しています。 

 

○ これらの冊子を、東京都のホームページに記載するとともに、地域や関係機関

等における活用を進めることにより、都民の医療情報への理解促進を目指します。 

 

＜東京都こども医療ガイド＞ 

○ 乳幼児の保護者等に、子供の病気や発熱・怪我の際の症状や対応等について、

緊急時の対応の参考となるよう、普段から目を通してもらうことを目的としたウ

ウェブサイトです。主に０歳から小学生程度までの子供に関する①症状別、病気

別の基礎知識、②事故や怪我の対処法、③子育て情報について記載しています。  
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第２節 医療ＤＸ1の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現状・これまでの取組  

１ デジタル技術を活用した医療情報等の共有 

○ 都民が、安全で質の高い医療を受けられるよう、医療機関間や医療・介護関係

者間等の情報共有を進める必要があります。 

 

 ○ 医療機関間等が効率的かつ効果的に情報共有を行うためには、カルテ等の医療

情報がデジタル化され、それが共有されるネットワークの構築が必要です。 

 

 ○ 都内の医療機関における令和 2 年の電子カルテの導入状況は、病院では 48.7％、

診療所では、44.2%で、医療情報データをネットワークにより他の医療機関等と

連携して利用している病院は、12.9％となっています。 

 

都内の病院及び診療所における電子カルテ導入の状況  
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資料：厚生労働省「医療施設調査」 

  

                                                   
1  ＤＸとはデジタルトランスフォーメーション（Digital Transformation）の略で、デジタル技術によって、ビ

ジネスや社会、生活の形・スタイルを変える（Transform する）こと。医療ＤＸとは、保健・医療・介護の各段階

（疾病の発症予防、受診、診察・治療・薬剤処方、診断書等の作成、診療報酬の請求、医療介護の連携によるケ

ア、地域医療連携、研究開発など）において発生する情報やデータを、全体最適された基盤を通して、保健・医

療や介護関係者の業務やシステム、データ保存の外部化・共通化・標準化を図り、国民自身の予防を促進し、よ

り良質な医療やケアを受けられるように、社会や生活の形を変えることと定義できる（第１回「医療ＤＸ令和ビ

ジョン 2030」厚生労働省推進チーム資料１より引用）。 

○ 都民が安全で質の高い医療サービスを受けられるよう、デジタル技術を活用し

た効率的かつ効果的な医療機関間や医療・介護関係者間等の情報共有を推進しま

す。 

○ 限られた人材や医療資源で、医療の高度化、高齢化等に伴う医療ニーズの質・

量の変化に対応し、安全で質の高い医療を持続的に提供できるよう、患者や医療

従事者等への影響や負担に配慮しながら、医療ＤＸを推進します。 
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○ 都は、電子カルテや医療機関間で電子カルテ情報を相互参照するための地域医

療連携システムの導入、都全域を対象とした医療連携ネットワークである「東京

総合医療ネットワーク」の構築を支援しています。 

 

 ○ また、在宅療養患者を支えるため、医療と介護等の関係者が効果的に情報共有

し連携できるよう、地域におけるデジタル技術を活用した多職種連携を支援して

います。 

 

 ○ 国は、令和４年６月「経済財政運営と改革の基本方針 2022」において、「全国

医療情報プラットフォームの創設」、「電子カルテ情報の標準化」、「診療報酬改定

ＤＸ」を行政と関係業界が一丸となって進める方針を示し、令和４年 10 月、総

理大臣を本部長とする「医療ＤＸ推進本部」を設置しました。 

 

 ○ 医療ＤＸ推進本部は、令和５年６月、「医療ＤＸの推進に関する工程表」におい

て、2024（令和６）年度中に標準型電子カルテの開発に着手し（運用開始時期

は未定）、遅くとも 2030（令和 12）年に、おおむね全ての医療機関での電子カ

ルテ導入を目指す方針を公表しました。 

 

○ 全国医療情報プラットフォームは、オンライン資格確認等システム2のネットワ

ークを拡充し、レセプト・特定健診等情報に加え、予防接種、電子処方せん情報、

自治体検診情報、電子カルテ等の医療（介護を含む。）全般にわたる情報について、

共有・交換する仕組みです。 

 

○ 全国医療情報プラットフォームでは、医療機関がネットワーク経由で電子カル

テ情報3を登録し、他の医療機関や薬局等と情報共有等を行う「電子カルテ情報共

有サービス」の構築が進められており、令和６年度中に、先行的な医療機関から

順次運用を開始することが予定されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
2 オンライン資格確認とは、医療機関や薬局が、患者のマイナンバーカードのＩＣチップまたは健康保険証の記号

番号等により、オンラインで資格情報の確認ができること。 
3 「電子カルテ情報共有サービス」の対象となる電子カルテ情報は、①診療情報提供書、②退院時サマリ―③健診

結果報告書の３文書と、①傷病名、②アレルギー情報、③感染症情報、④薬剤禁忌情報、⑤検査情報（緊急時に

有用な検査、生活習慣病関連の検査）、⑥処方情報の６情報 
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全国医療情報プラットフォーム全体像（イメージ）  

 

資料：厚生労働省「第４回『医療ＤＸ令和ビジョン 2030』厚生労働省推進

チーム 資料２－２」より抜粋 

 

２ 質の高い医療提供体制の確保のための医療ＤＸの推進 

 ○ 医療現場は、医師、看護師等の専門職種はじめ、人が対応・介在する業務が基

本となっており、労働集約型産業の典型とされています。 

 

○ また、医療機関は、医療の高度化、高齢化に伴う医療ニーズの質・量の変化に

対応しながら、医療の質を向上させることが必要な一方、令和６年度開始される

医師の時間外・休日労働の上限規制をはじめとする「働き方改革」や、医療従事

者の業務負担の軽減、生産年齢人口の減少に伴う医療人材の確保などへの対応が

求められています。 
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○ これらの課題に対応するには、業務の効率化を進め、限られた人材を最大限に

活用できる環境を整備することが必要です。 

 

○ 近年のデジタル技術の進歩による、オンライン診療その他遠隔医療、ＡＩを活

用した問診やカルテ自動入力、オンライン・カンファレンスなど、医療ＤＸは、

医療の質の向上や業務の効率化を図る上で、非常に有用です。 

 

○ また、オンライン診療については、国は平成 30 年３月に「オンライン診療の

適切な実施に関する指針」を策定し、平成 30 年度診療報酬改定において、「オン

ライン診療料（再診のみ）」を新設しました。 

 

○ 令和２年 4 月、新型コロナ感染拡大に際しての時限的・特例的な対応として、

医師が可能と判断した場合の初診からのオンライン診療が可能とされたことを契

機に、オンライン診療を実施する医療機関は大幅に増加しました。 

 

○ 令和４年 1 月には、国が「オンライン診療の適切な実施に関する指針」を改定

し、かかりつけの医師が行う場合、診療録などにより患者の必要な情報が得られ

る場合等について、初診からのオンライン診療が可能となり、令和４年度診療報

酬改定において、「情報通信機器を用いた診療（初再診）」が新設されました。 

 

○ 情報通信機器を用いた診療の施設基準を厚生局に受理された医療機関は、令和

５年 11 月 1 日現在、2,045 施設（病院 93、診療所 1,952）です。 

 

都内のオンライン診療に係る施設基準の届出受理医療機関数の推移  

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和4年度 令和5年度

オンライン診療料 108 200 593 1,051

情報通信機器を
用いた診療

915 2,045
 

   注１ 平成 30 年度から令和３年度までは、令和４年３月 1 日現在の届出受理  
医療機関を算定開始年度別に集計した数 

   注２ 令和４年度は令和５年３月 1 日現在、令和５年度は令和５年 11 月 1 日 
現在の届出受理医療機関数  

   資料：関東信越厚生局「届出受理医療機関名簿」  

 

○ 都は、新型コロナ感染拡大を受け、令和２年度から、医療機関におけるオンラ

イン診療等の環境整備を支援しています。  

 

○ また、令和５年度は、オンライン診療に係る都民への普及啓発動画を作成する

とともに、オンライン診療の導入を検討する医療機関等に対し、普及啓発のため

のオンライン・セミナーを開催し、適切なオンライン診療の推進に取り組んでい

ます。 
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 課題と取組の方向性  

＜課題１＞デジタル技術を活用した医療情報等の共有 

 ○ 都民に切れ目のない質の高い医療を効率的に提供するためには、医療機関間や

医療・介護関係者間で、デジタル技術を活用した医療情報等の共有を進める必要

があります。 

 

○ デジタル技術を活用し医療情報等を共有する地域医療連携ネットワークや、「電

子カルテ情報共有サービス」が機能するには、医療機関において電子カルテの導

入が進むことが不可欠です。 

 

○ 高度医療施設の集積や発達した交通網、患者の広範な受療動向といった都の地

域特性を踏まえ、広域でのデジタル技術を活用した医療情報の共有の取組を進め

る必要があります。 

 

○ 在宅療養患者を支えるには、デジタル技術を活用し、保健・医療・福祉関係者

の情報共有の更なる充実や、入退院時等における地域のかかりつけ医や介護関係

者等と病院の間の情報共有を更に促進する必要があります。 

 

○ 国が構築する「電子カルテ情報共有サービス」については、現時点で制度の詳

細が示されていないことから、既存の地域医療連携ネットワークが、「電子カルテ

情報共有サービス」に集約されていくのか、今後の動向を注視していくことが必

要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１） デジタル技術を活用した医療情報等の共有の推進 

 ○ デジタル技術を活用した医療情報等の共有に向けた医療機関の取組（電子カル

テや地域医療連携システムの導入等）を支援します。 

 

○ 東京都医師会が構築・運用する都全域を対象とした地域医療連携ネットワーク

「東京総合医療ネットワーク」や「電子カルテ情報共有サービス」などの取組を

踏まえ、東京都医師会と連携しながら、医療機関等における医療情報の共有を推

進します。 

 

○ 在宅療養患者を支えるため、デジタル技術を活用した情報共有や、地域の保

健・医療・福祉関係者と病院の連携を一層促進します。 

 

○ 国が進める全国医療情報プラットフォームの創設、電子カルテ情報の標準化、

医療機関におけるオンライン資格確認や電子処方箋の運用等の動きを注視しな

がら、都の実情に合ったデジタル技術を活用した医療情報等の共有に係る取組を

推進します。 

 

 ○ 
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＜課題２＞質の高い医療提供体制の確保のための医療ＤＸの推進 

 ○ 限りある医療資源や人材を活用し、医療サービスの質の向上、医療従事者の負

担軽減、業務効率化を図れるよう、患者や医療従事者等への影響や負担に配慮し

ながら、医療ＤＸを進める必要があります。 

 

○ 患者の通院負担や通院に伴う感染リスクの軽減、医療資源の少ない地域におけ

る医療の確保等の観点から、対面診療とともにオンライン診療等を利用可能な環

境を整備していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組１ 病院における電子カルテ導入率 
48.7％ 

（令和２年） 
上げる 

取組１ 診療所における電子カルテ導入率 
44.2％ 

（令和２年） 
上げる 

 

 

（取組２） 質の高い医療提供体制の確保のための医療ＤＸの推進 

 ○ 医療サービスの質の向上や、医療機関における業務効率化・人材の有効活用等

につながるデジタル技術、ＡＩの活用など、医療ＤＸを推進します。 

 

○ オンライン診療などの遠隔医療等について、地域の実情や疾病などの特性に合

った活用を推進します。 
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第３節 保健医療を担う人材の確保と資質の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 急性期から、回復期、慢性期、在宅療養まで含めた一体的な医療提供体制の構築

が求められる中、医師、歯科医師、薬剤師、看護師をはじめとする様々な専門職が、

それぞれの専門性を発揮し、相互に連携することにより、安全で質の高い医療サー

ビスを提供する必要があります。 

 

○ 医療の高度化・専門化や、保健医療に関するニーズの多様化などに加え、令和６

年４月から適用される医師に対する時間外・休日労働の上限規制をはじめとする医

師の働き方改革や、生産年齢人口の減少への対応が求められています。安定したサ

ービスを提供していくためには、保健医療従事者の確保と資質の向上、勤務環境の

改善に取り組むことが重要な課題となっています。 

 

○ この節では保健医療従事者の確保及び資質の向上について主なものを記載し、各

疾病・事業等における人材の確保・資質向上については、各疾病・事業等の中で詳

細に記述していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 高齢化の進展、医療の高度化・専門化、患者を取り巻く社会環境の変化等に伴

い、在宅療養を含む医療需要の一層の増加・多様化が見込まれる中で、都民ニー

ズに応えるため、各職種がそれぞれの高い専門性を十分に発揮し、安全で良質な

医療を持続的に提供できるよう、東京の特性を踏まえ保健医療を担う人材の確保

と資質の向上を図ります。 
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 現状とこれまでの取組  

１ 医師 

＜現状＞ 

（１）東京の医師の状況 

○ 都内医師数は、48,072 人、人口 10 万人当たり 342.2 人であり、総数は増え

ています（令和 2 年 12 月 31 日時点）。 

 

○ 従事場所別でみると、全国と比較して医育機関附属病院の従事者の割合が高く

なっています。 

 

○ 都内には、13 医科大学・大学医学部が所在し、多くの医師を育成するとともに、

これらの医師は、大学病院等から他県へ派遣され、全国で活躍しています。  

 
 

○ 年齢分布では、30 代の医師の割合が高く、平均年齢も全国と比較して低くなっ

ています（全国：50.1 歳、東京都：47.8 歳）。 

 

○ また、男女別では、女性の医師の割合が全国と比較して高い状況にあり、特に、

若年層の女性の割合が高くなっています。  
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○ 子育て世代の医師の割合が高いことから、出産・育児等のライフイベントにも

配慮した取組が重要となっています。 
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○ 診療科別に医師数の推移をみると、病院では、麻酔科や放射線科等で増加率が

大きくなっており、診療所では、精神科や皮膚科等で増加率が大きくなっていま

す。 

 

○ なお、増加率の比較は、各診療科（病院・診療所別）における絶対的な医師の

充足状況や診療科間の偏在を示すものではありません。  
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（２）医師確保計画について 

○ 平成 30 年の医療法の一部改正を踏まえ、都は令和２年 3 月に「東京都医師確

保計画」を策定しました。医師確保計画とは、医師の地域偏在1の解消を図ること

を目的とし、全国ベースで医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価した「医師

偏在指標」を用いて、地域における医師確保の方策を定めるものです。 

 

【医療法に基づき定める計画記載事項】（医療法第 30 条の４第２項第 11 号） 

・都道府県及び二次医療圏ごとの医師の確保の方針  

・都道府県及び二次医療圏ごとの確保すべき医師の数の目標（目標医師数）  

・目標医師数を達成するための施策 

 

 

○ 東京都は、医師偏在指標は、全国 1 位の医師多数都道府県2となっていますが、

都内二次保健医療圏では、西多摩・南多摩・島しょ圏域が医師少数区域3となって

います。 

 

○ 医師多数都道府県については、当該都道府県以外からの医師の確保は行わない

こととする等、医師の確保に際して制約が課されていますが、都内の医師確保に

ついては決して余裕のある状況ではありません。 

 

（３）医師の働き方改革について 

○ 令和６年４月から医師に対する時間外・休日労働の上限規制が適用され、勤務

医の健康を確保するためのルール（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インタ

ーバルの確保など）が導入されます。 

 

○ 医師の時間外・休日労働の上限については、原則年 960 時間（Ａ水準）、地域

の医療提供体制の確保のために暫定的に認められる水準（連携Ｂ・Ｂ水準）及び

集中的に技能を向上させるために必要な水準（Ｃ水準）として、年 1,860 時間

の上限時間数が設定されます。 

 

○ 医師の働き方改革の取組を推進するとともに、安全で質の高い地域医療提供体

制を維持していくことが求められています。 

 

 

                                                   
1 地域偏在に加え、診療科間の医師偏在も長きに渡り課題となっており、引き続き対応が必要であるとされていま

すが、診療科間の医師偏在指標は国から示されていない状況です。 
2 医師多数（少数）都道府県：医師偏在指標に基づき三次医療圏を順位付けした際に、上位（下位）１／３（ 33.3％）

に該当する都道府県 
3 医師少数（多数）区域：医師偏在指標に基づき全国の二次医療圏を順位付けした際に、下位（上位）１／３（ 33.3％）

に該当する医療圏 
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●都道府県別医師偏在指標

順位 都道府県名 医師偏在指標

1  東京都 353.9

2  京都府 326.7

3  福岡県 313.3

4  岡山県 299.6

5  沖縄県 292.1

6  徳島県 289.3

7  大阪府 288.6

8  長崎県 284.0

9  石川県 279.8

10  和歌山県 274.9

11  佐賀県 272.3

12  熊本県 271.0

13  鳥取県 270.4

14  奈良県 268.9

15  高知県 268.2

16  香川県 266.9

17  兵庫県 266.5

18  島根県 265.1

19  滋賀県 260.4

20  大分県 259.7

21  鹿児島県 254.8

22  広島県 254.2

23  神奈川県 247.5

24  宮城県 247.3

25  福井県 246.8

26  愛媛県 246.4

27  山梨県 240.8

28  愛知県 240.2

29  富山県 238.8

30  北海道 233.8

31  栃木県 230.5

32  山口県 228.0

33  宮崎県 227.0

34  三重県 225.6

35  岐阜県 221.5

36  長野県 219.9

37  群馬県 219.7

38  千葉県 213.0

39  静岡県 211.8

40  山形県 200.2

41  秋田県 199.4

42  埼玉県 196.8

43  茨城県 193.6

44  福島県 190.5

45  新潟県 184.7

46  青森県 184.3

47  岩手県 182.5

医
師
多
数
都
道
府
県

医
師
少
数
都
道
府
県

    

75



 

 

＜これまでの取組＞ 

○ 都は、東京都地域医療対策協議会において都内の医療施設に従事する医師確保

策等について協議を行い、東京都地域医療支援センターを中心として、東京都の

特性に合った総合的な医師確保対策を推進しています。 

 

（１）東京都地域医療対策協議会 

○ 東京都地域医療対策協議会では、都内の医療施設に従事する医師確保策等に

ついて地域の医療機関や関係団体などと協議を行っています。  

 

（２）東京都地域医療支援センター 

  ○ 東京都の特性に合った総合的な医師確保対策を推進するため、「東京都地域医

療支援センター」を設置し、医師不足の地域や診療科における医師の育成・確

保に取り組んでいます。 

 

○ 東京都地域医療医師奨学金の被貸与者が医師不足の医療分野で地域医療に携

わる医師として定着していけるよう、地域医療の理解を深めるための研修、就

業支援、へき地医療に携わる医師のキャリア形成支援などを行っています。  

 

○ 医師確保に関する施策について、東京都へき地医療支援機構や東京都勤務環

境改善支援センター等と連携して展開し、医師不足の地域や診療科における医

師確保に向けて取り組んでいます。 
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（３）医師の育成・確保・地域偏在是正に関する主な取組 

① 東京都地域医療医師奨学金 

○ 医師確保が困難な、小児医療・周産期医療・救急医療・へき地医療に将来医

師として従事する意思がある学生に奨学金を貸与するとともに、卒前・卒後に

おける各種研修等の実施や、公衆衛生・法医学分野への研修も可能とする等、

医師の多様なキャリア形成支援にも取り組むことにより、都内の医師確保が必

要な地域や診療科・公衆衛生分野の医師の確保を図っています。 

 

 ② 東京都地域医療支援ドクター 

○ 地域医療の支援に意欲を持ち、医師経験５年以上の即戦力となる医師を都職

員として採用し、多摩・島しょ地域の医師不足が深刻な市町村公立病院等に一

定期間派遣し、地域の医療体制の確保を支援しています。  

 

 ③ へき地勤務医師の確保 

  ○ 東京都へき地医療対策協議会による派遣計画の策定、自治医科大学卒業医師

の育成及び派遣、へき地専門医療確保事業等を実施し、へき地勤務医師の安定

的な確保を図っています。 

 

④ 公衆衛生医師の確保・育成・定着に関する取組 

○ 保健所等で、公衆衛生、予防医学の視点に立って地域住民の健康を支える公
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衆衛生医師については、安定的な確保が課題となっており、医学部講義や医学

生の保健所実習の継続的な受け入れ、公衆衛生医師の役割や魅力に関する広報

の強化等、様々な取組を実施しています。 

 

○ 公衆衛生医師の育成・定着については、公衆衛生医師の専門医制度（社会医

学系専門医制度「TOKYO プログラム」）の運用や定期的な意見交換、勤務条件

等の処遇改善などを実施しています。テレワークを活用した多様な働き方や、

産育休や学術休職制度の活用を積極的に支援しています。 

 

 

（４）医師の働き方改革への対応、勤務環境改善に向けた取組 

○ 東京都医療勤務環境改善支援センターにおいて相談支援を行うとともに、医

療機関が実施するチーム医療推進の取組や医師の労働時間短縮のための体制整

備の取組等への支援を行うことにより、医療機関の勤務環境改善を促進し、医

師の働き方改革の取組を支援しています。  

 

○ 地域医療体制の確保のため時間外・休日労働が年間 960 時間を超えることが

やむを得ない医師が勤務している医療機関を特定労務管理対象機関、いわゆる

特例水準の対象となる医療機関として指定しています。 

 

 

２ 歯科医師 

○ 都における歯科医師数は、平成 18 年度はいったん減少に転じましたが、再び

微増を続け、平成 22 年から概ね横ばいとなっています。都における令和２年の

歯科医師数は 1７ ,245 人（うち、病院・診療所従事者数は 16,636 人）、人口

10 万人当たりでは 122.8 人となっています。 

 

○ 歯科医師の資質向上等に向けて、関係団体と連携した取組を進めるとともに、

都立心身障害者口腔保健センターでは、障害者歯科医療や在宅歯科医療に取り組

む歯科医師向けの研修を行っています。 

 

 

３ 薬剤師 

○ 都における薬剤師数は増加を続け、令和２年の薬剤師数は52,842人（うち、

薬局従事者数は26,094人、病院・診療所従事者数は6,902人）、人口10万人当

たりの薬剤師数は376.2人となっています。 

 

○ 国は、全国的に統一的な尺度を用いて各地域の薬剤師の偏在状況を相対的に示

す指標として薬剤師偏在指標を定めています。偏在指標は、必要業務時間（需要）

に対する実際の労働時間（供給）の比率で算出されており、偏在指標が１を超え
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ることが目標とされています。 

東京都全体及び東京都の二次保健医療圏における偏在指標及び区域設定は次の

とおりです。 

 

都道府県  圏域  
病院薬剤師  薬局薬剤師  地域別薬剤師  

偏在指標  区域設定  偏在指標  区域設定  偏在指標  区域設定  

東京都  －  0.94 ＊  1.42 多数  1.28 多数  

 

区中央部  1.74 多数  3.08 多数  2.56 多数  

区南部  1.03 多数  1.41 多数  1.31 多数  

区西南部  1.05 多数  1.38 多数  1.30 多数  

区西部  1.25 多数  1.51 多数  1.44 多数  

区西北部  0.84 ＊  1.35 多数  1.21 多数  

区東北部  0.68 少数  1.24 多数  1.09 多数  

区東部  0.99 ＊  1.17 多数  1.13 多数  

西多摩  0.49 少数  0.95 ＊  0.78 ＊  

南多摩  0.58 少数  1.21 多数  1.00 ＊  

北多摩西部  0.87 ＊  1.29 多数  1.20 多数  

北多摩南部  0.76 ＊  1.41 多数  1.21 多数  

北多摩北部  0.79 ＊  1.17 多数  1.05 多数  

島しょ  0.04 少数  0.43 少数  0.30 少数  

  多数：目標偏在指標“1.0”より偏在指標が高い「薬剤師多数区域」又は「薬剤師多数都道府県」 

少数：目標偏在指標“1.0”より偏在指標が低い下位二分の一に当たる「薬剤師少数区域」 

＊ ：上記以外の「薬剤師少数でも多数でもない区域」 

 

 

○ 薬に関する専門職として地域住民に信頼され、患者の服薬情報を管理し、適切

な服薬を支援するかかりつけ薬剤師の育成を進めるとともに、薬剤師が在宅療養

支援のための専門的知識・技術を習得するための取組を進めています。 

 

○ また、開局時間外であっても在宅患者等からの相談に応じるなど24時間対応を

行うため、地域の薬局・薬剤師の連携体制の構築等の取組を行っています。  

 

 

４ 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 

＜現状＞ 

○ 都内で医療施設等に従事し

ている看護職員数は毎年増加

しており、令和４年12月現在、

145,776人ですが、人口10

万人当たりでは1,038.4人と、

全国平均の1,332.1人を下回

っています。 
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○ 都内看護師及び准看護師の有効求人倍率は、令和4年度は2.85倍と、全国平均

の2.20倍を上回っており、依然として人材の確保が困難な状況です。  

 

○ 高齢化の進展に伴う介護保険施設や在宅療養のニーズの増大、さらに、医療技

術の高度化や専門化等により、看護職員の需要は一層増加しています。  

 

○ 都内の訪問看護ステーション数は、令和５年4月現在で1,598か所であり、従

事する看護職員数も年々増加しています。  

 

○ 都内看護師等学校養成所の入学定員は、5千人台半ばで推移しています。また、

都内看護師等学校養成所卒業生の都内就業率は約7割であり、新卒看護職の就業

先は、病院が約9割を占めています。 

 

○ 看護職員の離職率は、常勤・新卒ともに全国平均を上回っています。  

 

○ 離職の理由としては、30歳代から40歳代は結婚、妊娠出産、子育て等が上位

となっており、40歳代後半から親族の健康・介護が増えはじめ、50歳代以上に

なると離職理由の上位となっています。  

 

○ 再就業希望者の過半数が非常勤・短時間勤務を希望しています。また、復職へ

の不安内容としては、看護の知識・技術への不安が最も多く挙げられます。  

 

○ 定年退職後については、50歳から59歳では78.4％が働くと回答しています。

また、働きたい施設については、高齢者施設・居宅サービス事業所等が24.4%と

最も多くなっています。 

 

○ 都内の専門的資格を有する看護職員について、認定看護師4は令和4年末でＡ課

程2,289人、Ｂ課程293人となっており、全国の約1割を占めています。また、

特定行為研修修了者5は令和4年末で738人が就業しており、そのうち約6割が

200床以上の病院に在籍しています。 

 

○ 社会状況の変化や新興感染症への対応等により、近年、保健師の活動範囲が広

がりを見せるとともに、多様化する地域保健への対応など、行政能力の向上はも

とより、専門的能力の向上が必要不可欠となっています。 

                                                   
4 認定看護師とは、特定の看護分野において、熟練した看護技術と知識を有する者として、公益社団法人日本看護

協会の認定を受けた看護師をいう。特定行為研修を組み込んでいないＡ課程認定看護師教育（2026 年度まで）と特

定行為研修を組み込んだＢ課程認定看護師教育（2020 年度から開始）がある。 
5 特定行為とは、診療の補助であって、看護師が手順書により行う場合には、実践的な理解力、思考力及び判断力

並びに高度かつ専門的な知識・技能が特に必要とされる厚生労働省令で定める 38 行為 21 区分をいう。厚生労働大

臣が指定する指定研修機関で特定行為研修を修了した看護師は、医師又は歯科医師の判断を待たずに、手順書によ

り、一定の診療の補助を行うことができる。  
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○ 出生数、分娩取扱施設が減少する中、ハイリスク妊産婦の割合が増加しており、

限られた助産師がより良い助産ケアを提供するために、分娩介助の少ない施設に

おける介助スキルの向上など、実践能力の向上が必要です。  

 

○ 令和元年の東京都看護職員需給推計では、2025年時点で約２万人から約３万

人の看護職員の不足が推計されています。現在国において、2040年（令和22

年）頃を視野に入れた新たな地域医療構想を踏まえて、看護師等の需給推計を実

施することが重要との方向性が示されており、都としては、国の動向を注視しな

がら、都内看護職員確保対策を推進していく必要があります。  

 

＜これまでの取組＞ 

効果的、安定的な看護職員確保のため、ライフステージに応じた対策に取り組んで

います。 

 

（１） 養成対策 

  ○ 都立看護専門学校

（看護学科３年課程 

７校（一学年定員合

計 600人））を運営

するとともに、都内

の看護師等養成所の

運営支援、修学資金

貸与、看護教員の養

成など、看護職員の

着実な養成に取り組

んでいます。 

    また、東京都立大

学において、看護学

科（一学年定員 80

人）や助産学専攻科（定員10人）等を設置し、看護職員の養成に努めています。  

 

（２） 定着対策 

  ① 看護職員の定着に向けた基盤整備 

  ○ 医療機関における働きやすい職場環境の整備や院内保育施設の運営などの

取組への支援を行うとともに、医療の高度化、多様化に対応できるよう、東

京都ナースプラザにおいて最新の知識や技術に関する資質向上研修を実施す

るなど、都内施設における看護職員の定着促進を図っています。また、看護
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職員の定年退職後のキャリア継続を支援しています6。 

 

  ② 新人看護職員の定着に向けた取組 

   ○ 病院等を対象に「新人看護職員研修ガイドライン」に沿った新人看護職員

の研修実施に対する支援を行うとともに、東京都看護協会において研修責任

者や教育担当者等に対し臨床研修の実施内容や方法に関する研修を実施する

など、新人看護職員の早期の離職防止と都内の看護職員の定着促進を図って

います。 

 

  ③ 中小病院における定着促進 

   ○ 看護職員の確保や定着が困難な中小病院を対象に、就業協力員が訪問を行

い、看護職員の確保と離職防止に向けた勤務環境の改善、研修体制の充実に

ついて助言を行うなど、都内施設における定着促進の取組を支援しています。 

 

  ④ 看護職員の資質の向上 

○ 東京都看護協会及び東京都ナースプラザにおいて、様々な分野で活躍でき

る看護職員を育成する研修の充実を図るとともに、地域の特性などに対応し

た研修を通じて看護職員の資質向上を図っています。 

 

○ また、認定看護師や特定行為研修修了者など専門性の高い看護師の育成に

取り組む病院を支援するとともに、実際の活動を紹介するなど理解促進に向

けた講演会を行っています。 

 

（３） 再就業対策 

① 東京都ナースプラザを拠点とした取組 

  ○ 看護職員の再就業を促進するため、東京都ナースプラザを拠点として再就

業に向けた研修や就業相談、看護に関する情報提供を行うとともに、都民に

対し事業の普及啓発活動を実施しています。また、看護職員の定年退職後の

キャリア継続を支援しています。 

 

② 地域の医療機関等における再就業の支援 

  ○ 育児等で離職した看護職員が再就業するに当たり、身近な地域の病院等で

必要な最新の知識や技術の研修や再就業に向けた相談を受けられる仕組みを

提供し、都内の看護師等の再就業を促進しています。  

 

（４） 訪問看護を担う人材 

○ 訪問看護への理解促進を図るための講演会等を開催するとともに、訪問看護

未経験の看護職を雇用し、育成を行う訪問看護ステーションに対し、教育体制

                                                   
6 都では、定年退職前後の看護職員を「プラチナナース」と呼んでいる。 
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の強化を支援しています。 

 

○ 東京都が指定する『教育ステーション』において同行訪問等の研修や勉強会

などを実施し、地域の訪問看護ステーションへの人材育成支援を行うほか、訪

問看護ステーションの管理者や指導者向けの研修を開催する等、訪問看護人材

の確保・育成・定着及び安定した事業所運営等のための様々な支援策を実施し

ています。 

 

 

５ 保健医療従事者（医師、歯科医師、薬剤師、看護職員を除く。） 

（１）リハビリテーション従事者 

○ リハビリテーションを行う理学療法士、作業療法士、視能訓練士、言語聴覚

士は、患者の早期回復や、急性期医療から回復期、維持期を通じた一貫したリ

ハビリテーションの実施において、重要な役割を担っています。  

 

○ 令和２年10月現在の都内病院での従事者数（常勤換算）は、理学療法士が

6,831.6人、作業療法士が3,236.6人、視能訓練士が564.7人、言語聴覚士が

1,294.1人となっており、年々増加しています。また、リハビリテーションを

担う専門職の国家資格取得者が年々増加傾向にあります。 

  

○ 在宅療養でのリハビリテーション需要の拡大により、令和２年 10 月現在の

都内訪問看護ステーションでの従事者数は、理学療法士が 3,305 人、作業療法

士が 1,375 人、言語聴覚士が 404 人となっており、従事者は年々増加してい

ます。 

 

○ 二次保健医療圏ごとに指定した地域リハビリテーション支援センターにおい

て、理学療法士等を対象とした症例検討会を開催するほか、訪問リハビリテー

ション・通所リハビリテーションに対する研修会等を開催し、知識・技術の向

上を図っています。 

 

（２）歯科衛生士 

○ 歯科衛生士は、歯科疾患の予防や口腔衛生の向上など、口腔分野において重

要な役割を担っています。令和２年末の都内の就業者数は15,045人となってお

り、年々増加しています。 

 

○ 歯科衛生士として必要となる歯科保健医療の知識や技術等に関する講習会等

の開催や、障害者歯科、在宅歯科医療に関する研修を実施し、資質の向上や再

就業に向けた支援等の取組を行っています。  
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（３）介護人材 

① 介護職員 

○ 介護職員は、高齢者の日常生活の自立を支援するケアワーカーです。食事

や入浴、排泄、衣服の着脱や移動など、利用者の生活全般にわたって必要な

援助を行います。主に高齢者施設やデイサービス等の介護職や訪問介護のホ

ームヘルパーとして従事しています。  

   

○ 近年の少子高齢化による労働力人口の減少や、他の業種の求人状況の動向

に影響され、東京都における介護関連職種の有効求人倍率は5.91倍と、全職

種の1.41倍を大きく上回っており、人手不足が深刻化しています。 

 

○ 都内で必要とされる介護人材を安定的に確保していくため、都は、介護の

仕事のイメージアップ、多様な人材の確保、働きやすい職場づくりなど、確

保・定着・育成の取組を総合的に進めています。 

 

② 介護支援専門員 

○ 高齢者の在宅生活を支えるためには、多様なサービス主体が連携して高齢

者を支援できるよう、介護支援専門員が中核的役割を担い、利用者の自立支

援に資するケアマネジメントを適切に行うことが重要です。  

 

○ 東京都は、介護保険制度を健全かつ円滑に運営するため、介護支援専門員

に対し、研修を継続的に受講する機会を設けることにより、必要な知識・技

能の修得と資質の向上とを図っています。  

 

（４）医療社会事業従事者 

○  医療機関では、患者や他の医療機関や福祉施設等との調整を行う医療社会事

業従事者（医療ソーシャルワーカー等）は、重要な役割を担っています。 

 

○  在宅療養を担う人材の養成や最新の情報を提供する講演会の実施等、医療社

会事業従事者の資質向上を図っています。 

 

（５） 多様な専門職種 

  ○ 医療技術の高度化や専門化、保健医療ニーズの多様化に伴い、専門職種が対

応する場面が増加しています。 

 

○ 関係団体と協力し資質向上に向け講習会等を実施しています。 
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６ 医療機関従事者の勤務環境の改善 

 ○ 令和６年４月から医師に対する時間外・休日労働の上限規制が適用されます。

長時間労働の是正や、約 3 割を占める女性医師や離職率が高い看護職員などが働

き続けられる勤務環境の整備が求められています。 

 

 ○ 働きやすい職場環境に向けた医療機関の主体的な取組を支援するため、東京都

医療勤務環境改善支援センターを設置し、医療労務管理・医業経営アドバイザー

が相談対応や助言を行う体制を整備しています。  

 

○ 医師の負担軽減を図るとともに、短時間正職員制度等の勤務形態の導入や、子

育て等の様々な事情で離職した医師・看護師の復職研修、専門性の高い看護師の資

格取得、チーム医療の推進等に取り組む医療機関を支援しています。  
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 課題と取組の方向性  

１ 医師 

＜課題１＞医師確保計画に基づく医師確保対策 

○ 令和５年度に新たに国から示された医師偏在指標においても、医師全体の偏在

指標においては、東京都は全国１位の医師多数都道府県となっていますが、二次

医療圏単位では、西多摩・南多摩・島しょの三圏域が医師少数区域であり、引き

続き、都内二次医療圏間の偏在是正が課題となっています。 

 

医師全体における医師偏在指標と目標医師数7 

 

 

○ 産科における分娩取扱医師偏在指標については、全国平均の 10.５に対し、東

京都は 14.3 であり、都道府県では一番高い数値となっています。 

 

○ しかし、区東北部 8.0、区東部 9.7、多摩 10.3 と全国平均より低い区域もあり

ます。 

  

 

 

                                                   
7 目標医師数：３年間の計画期間中に医師少数区域及び医師少数都道府県が下位１／３（33.3％） の基準を脱する

（すなわち、その基準に達する）ために要する具体的な医師の数。医師少数区域及び医師少数都道府県以外は、目

標医師数を既に達成しているものとして取り扱うこととされています。 
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○ 小児科における医師偏在指標については、全国平均 115.1 に対し、東京都は

150.4 であり、都道府県の中では鳥取県、京都府に次いで３番目に高い数値とな

っています。 

 

○ 都内の小児医療圏では、島しょ圏域を除き、全国平均値を上回る指標となって

います。 
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○ 東京都は相対的医師少数都道府県・相対的医師少数区域8の設定はありませんが、

周産期・小児医療については、政策医療の観点等から、引き続き、産科医師（分

娩取扱医師）・小児科医師を安定的に確保していくことが必要となっています。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
8 産科・小児科については 都道府県ごと及び周産期医療圏又は小児医療圏ごとの医師偏在指標の値を全国で比較し、

医師偏在指標が下位１／３（33.3％）に該当する医療圏を「相対的医師少数都道府県」・「相対的医師少数区域」と

設定することとされています。 

なお、産科医師又は小児科医師が相対的に少なくない医療圏等においても、産科医師又は小児科医師が不足して

いる可能性があること等の理由から、産科・小児科においては医師多数都道府県や医師多数区域は設けないことと

されています。 

（取組１－１）総合的な医師確保対策の推進 

○ 東京都の特性に合った総合的な医師確保対策を推進するため、東京都地域医療

対策協議会において地域の医療機関や関係団体等と協議を行い、東京都地域医療

支援センターが中心となって、医師不足の地域や診療科における医師の確保・育

成に取り組んでいきます。 

 

（取組１－２）医師偏在の解消に向けた取組の実施  

○ 奨学金医師の活用により、都内の医師確保が必要な地域や診療科等の医師確保

を行います。また、奨学金医師の義務年限終了も見据え、大学と密に連携し、よ

り一層卒前教育・卒後サポートに取り組んでいきます。  

 

○ 東京都地域医療支援ドクター事業により、多摩・島しょ地域の医師不足が深刻

な市町村公立病院等に医師を一定期間派遣し、地域の医療提供体制の確保を支援

します。 

 

○ 東京都へき地医療対策協議会による派遣計画の策定、自治医科大学卒業医師の

育成及び派遣、へき地専門医療確保事業等を実施し、へき地勤務医師の安定的な

確保を図ります。 
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＜課題２＞地域の実情に応じた医師の育成・確保 

○ 東京都は医師多数都道府県とされており、都外から医師を確保することや、新

たに医師確保対策を立案することが抑制されています。また、初期臨床研修医募

集定員上限の削減や、特定の診療科における専攻医採用数にシーリングが設定さ

れる等、依然として医師確保において厳しい状況に置かれています。 

 

○ また、周産期・小児医療においては、出生数が減少する一方で、ハイリスク妊

産婦やＮＩＣＵに入院する児は増加している状況であり、救急医療においては、

新型コロナの感染拡大の影響等により、東京ルール事案に該当する救急搬送患者

の発生割合は、増加傾向が続いている等、各医療分野ごとに課題があります。 

 

○ 高齢化に伴う医療需要の増大や、医療技術の高度化・専門化、医師の働き方改

革による影響も踏まえた上で、今後も都民の医療ニーズに応えていくため、東京

の実情に応じた医師の育成・資質の向上を図り、真に必要な医師の確保を目指し

ていきます。 

 

 

（取組２）地域の実情に応じた医師の育成・確保に関する取組 

○ 国や大学、医療機関、関係団体と連携し、出産・育児等のライフイベントにも

配慮しながら、東京の実情に応じた医師の育成・資質の向上に向けた取組をより

一層進めていきます。 

 

○ 奨学金医師の活用により、都内の医師確保が必要な地域や診療科等の医師確保

を行います。また、奨学金医師の義務年限終了も見据え、大学と密に連携し、よ

り一層卒前教育・卒後サポートに取り組んでいきます。≪再掲≫ 

 

○ 国や医療機関と相互に連携を図りながら協力して臨床研修医・専攻医を育成し

ていきます。 

 

○ 臨床研修制度及び専門医制度の適切な運用が図られるよう国等へ提案要求しま

す。 

 

○ 自治医科大学に対して運営経費等の一部を負担する等、へき地勤務を行う総合

医を養成していきます。 

 

○ 東京医師アカデミー9において、地域の医療機関と連携して高い専門性と総合診

療能力を有する医師を育成し、地域の医師確保に貢献していきます。 

 

                                                   
9 東京医師アカデミーの取組：都立病院において、専門研修カリキュラムの整備や豊富な臨床例の活用、複数の都

立病院の連携による研修等の多角的な取組により、総合診療能力を有する専門医の育成を推進しています。  
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○ 都立病院の臨床現場を活用して、都独自の総合診療医の育成プログラムを作成

し、人材育成を行うとともに、育成した人材を地域に輩出し、都における総合診

療体制を充実・強化していきます。 

 

○ 公衆衛生医師の安定的な確保・育成について、都における公衆衛生医師の役割

のＰＲを積極的に行い、より一層の確保につなげていくため、医学生が公衆衛生

医師の業務を理解する機会の提供や、様々な媒体を活用した多面的な広報やオン

ラインも含む採用活動などの取組を行っていきます。  

 

○ また、健康危機にも十分対応可能な公衆衛生医師の育成を図るとともに、社会

医学系専門医制度「ＴＯＫＹＯプログラム」の円滑な運用や多様な働き方のより

一層の支援など、指導・サポート体制の充実を進め、勤務しやすい体制を整備し

ていきます。 

 

○ 東京都感染症医療支援ドクター事業により、感染症医療・疫学の専門家を目指

す医師を都の常勤医師として採用、感染症指定医療機関や保健所等の行政機関に

おける専門研修等を通じ、都の感染症対策を支える医師を育成していきます。≪

再掲≫ 
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＜課題３＞医師の働き方改革への対応、勤務環境改善 

○ すべての医療機関において、兼業・副業先を含めた医師の労働時間の把握を行

い、健康確保と労働時間の短縮に計画的に取り組む必要があります。  

 

○ 特定労務管理対象機関においては、医師労働時間短縮計画に基づき、段階的に

労働時間の短縮を図ることが求められます。 

 

○ 医師の健康確保と地域医療提供体制の安定的な確保を図るためには、都民の理

解と協力を得ることも重要です。 

 

○ また、医師の働き方改革を踏まえ、子育て等の様々な事情を抱える医師が就業

を継続し、又は一度離職しても復職しやすい環境を整備することも必要です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 歯科医師 

○ 口腔内細菌が糖尿病・虚血性心疾患の悪化に関与するなど、歯科疾患と全身疾

患との関係が指摘されており、医師や看護師など多職種との連携を強化していく

必要があります。 

 

○ また、在宅歯科医療や障害者歯科医療に取り組む歯科医師の更なる確保が必要

です。 

（取組３）医師の働き方改革への対応、勤務環境改善に向けた取組  

○ 地域医療提供体制への影響や、医療機関の働き方改革に関する取組状況を把握

するとともに、東京都医療勤務環境改善支援センターにおいて、労務管理・医業

経営アドバイザーによる相談対応や助言などにより、医師の労働時間短縮やハラ

スメント対策等、働きやすい職場環境に向けた医療機関のニーズに応じた様々な

取組を支援していきます。 

 

○ 働きやすく働きがいのある職場づくりに向けて、タスク ・シフト／シェア等

によるチーム医療の推進やデジタル技術の活用等により、医師をはじめとする医

療従事者の負担軽減を図るとともに、復職や離職防止、定着促進につながる勤務

環境の改善に取り組む医療機関を支援していきます。 

 

○ 都民の理解に基づく上手な医療のかかり方の促進のため、国が実施する医師の

働き方改革への理解と協力に関する啓発活動の周知・広報を行います。 
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（取 組） 

○ 周術期の口腔機能管理が口腔内合併症を予防することや、糖尿病や心疾患等

の全身の健康と歯周病が深い関わりがあることなどを踏まえ、医科歯科連携の

推進に取り組んでいきます。 

 

○ 障害者が身近な地域で歯と口腔の健康づくりの支援を受けられるよう、人材

育成を実施していきます。 

 

○ 在宅療養患者の口腔ケアや摂食嚥下機能支援などについての研修会を引き続

き実施し、在宅歯科医療に取り組む歯科医師を確保していきます。  

 

 

３ 薬剤師 

（１）地域の実情に応じた薬剤師確保対策 

 ○ 国が定めた薬剤師偏在指標によると、東京都全体は全国一位の薬剤師多数都道

府県となっていますが、次の二次保健医療圏では薬剤師少数区域となっています。 

  病院薬剤師の少数区域：区東北部圏域、南多摩圏域、西多摩圏域、島しょ圏域  

  薬局薬剤師の少数区域：島しょ圏域 

 

 ○ 薬剤師の従事先には業態及び地域の偏在があり、一部地域では、病院薬剤師が

不足しており、特に中小病院・療養型施設にその傾向がみられることから、病院

薬剤師の確保の取組みを支援していく必要があります。  

 

 ○ 島しょ圏域は、病院薬剤師・薬局薬剤師ともに少数区域となっており、地域の

ニーズに応じた薬剤師確保の取組みを支援していく必要があります。 

 

（取 組）                          

○ 病院薬剤師の魅力を発信する就職相談セミナーを開催し、関係団体等と連携

した中小病院・療養型施設や薬剤師少数区域に所在する病院における薬剤師確

保を支援します。 

 

○ 島しょ圏域における薬剤師の確保に向け、島しょ圏域の町村及び関係団体と

連携して採用活動の支援に取り組みます。  

 

（２）薬剤師の育成 

 ○ 高齢者人口の増加に伴い、慢性疾患を有する患者や複数の医療機関を受診し、

多種類の薬剤を継続的に服用する患者が増加することが見込まれ、そうした患者の

健康状態の把握や服薬管理について、適切な対応が求められています。  

 

93



 

 

○ また、在宅療養の需要は今後とも増加することが見込まれ、地域包括ケアシス

テムの中で薬局・薬剤師がその専門性を生かし、医師、看護師等の他職種と連携

して在宅療養患者を支援していく必要があります。  

 

（取 組） 

○ 患者の服薬情報を一元的・継続的に把握し、服薬状況の確認、薬剤の管理や

服薬方法の指導を行うなどの服薬管理を行い、患者を支援するとともに、服薬

等に関する説明と患者からの相談への対応を丁寧に行う、患者から信頼される

かかりつけ薬剤師の育成を進めます。  

 

○ 在宅療養患者に対する調剤・訪問指導や医療機関と連携した入退院支援等を

行うための知識や技能等を身に付け、地域の薬剤師間や多職種・医療機関と連

携して患者を支えられるかかりつけ薬剤師を育成します。  

 

４ 看護職員（保健師・助産師・看護師・准看護師） 

養成・定着・再就業対策等を着実に実施することにより、看護人材の効果的、安

定的な確保等のための施策を推進するとともに、看護職員の資質及び専門性の向上

に取り組んでいきます。 

 

＜課題１＞養成対策 

 ○ 少子化の進展による若年人口の減少により、今後の養成数の大幅な拡大は困難

です。養成した看護職員の都内への就業を促進する必要があります。  

 

○ 今後需要の増大が見込まれる在宅分野での看護職員を確保する必要があります。 

 

（取組１）看護需要に対応した養成の促進 

○ 看護職を目指す人材を確実に確保するため、中高生等への働きかけや多様な

人材の確保に向けた取組を推進していきます。 

 

○ 都立看護専門学校の運営や修学資金貸与制度などの取組により、看護師等学

校養成所卒業者の都内への新規就業を促進していきます。  

 

○ 在宅医療需要の増大に対応するため、看護職員の在宅分野への就業を促進し

ていきます。 

 

＜課題２＞定着対策 

 ○ 結婚、妊娠・出産、子育て、介護などライフステージに応じて働き続けられる

環境の整備が必要です。 
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○ 少子高齢化の進展により現役世代が減少していく中で、定年を迎える看護職員

の就業を促進していくことが重要です。 

 

○ また、医療技術の高度化や専門化等に対応できる看護職員の育成が必要です。  

特定行為研修修了者など専門性の高い看護職員については、高度な知識・技術の発

揮のほか、タスク・シフト／シェアによるチーム医療推進の効果も期待されていま

す。 

 

（取組２－１）ライフステージに応じた支援策の充実 

○ ライフステージに応じて看護職員が働き続けられるよう、多様なニーズに対

応した働き方を支援するとともに、勤務環境改善の促進を図ります。 

 

○ 新人期・中堅期・ベテラン期など、経験に応じたサポート体制の充実を図り

ます。 

 

○ 定年を迎える看護職員が退職後もキャリアを継続できるよう、定年退職前か

らその後のライフプランを支援します。  

 

（取組２－２）看護職員の資質・専門性の向上 

○ 各専門分野や課題等に対応した研修の充実等を図り、スキルアップ・キャリ  

アアップを望む看護職員を支援します。また、特定行為研修修了者その他専門

性の高い看護職員の養成等を支援します。  

 

＜課題３＞再就業対策 

○ 再就業する際に希望する雇用形態は、非常勤や短時間勤務が過半数を占めるな

ど、多様な就業機会の確保が求められています。また、定年退職後も働く意欲の

ある看護職員の就業を促進していくことが重要です。  

 

○ 復職が進まない要因に看護の知識・技術への不安などがあるため、復職を促進

させる取組が必要です。 

（取組３）復職しやすい環境の整備 

○ 多様なニーズに応じた就業を支援することにより、離職した看護職員の復職 

を促進していきます。 

 

○  潜在看護職の再就業への不安を軽減するため、復職に向けた研修や実技体 

験・就職相談会などを実施していきます。 

 

○ 定年を迎える看護職員が退職後もキャリアを継続できるよう、定年退職前か

らその後のライフプランを支援します。（再掲）  
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＜課題４＞訪問看護を担う人材 

 ○ 医療的ケアが必要な要介護高齢者等の増加等、訪問看護へのニーズは、今後も、

増加が見込まれています。 

 

○ 訪問看護ステーションは、小規模事業所が多く、訪問看護師の教育体制の充実

や、勤務環境向上を図ること等に対して、小規模事業所では限界があります。 

 

５ 保健医療従事者（医師、歯科医師、薬剤師、看護職員を除く。） 

（１）リハビリテーション従事者 

 ○ 理学療法士等の養成施設の定員増加に伴い、国家資格取得者が増加傾向にあ

ります。このため、理学療法士等の資質向上が必要となっています。  

 

○ 在宅療養の需要が増えることが見込まれていることから、訪問リハビリテー

ション・通所リハビリテーションを担う人材の育成が必要です。 

 

（取 組）                                

○ 地域リハビリテーション支援センターにおいて研修等を実施し、理学療法士

等の技術の向上支援を行っていきます。  

 

○ 訪問看護ステーションに従事する理学療法士等に対する知識・技術の向上と

介護支援専門員などの他職種の理解と連携に関する研修を実施していきます。 

 

（２）歯科衛生士 

 ○ 適切な歯の健康づくりや口腔ケアが行えるよう、引き続き、資質の向上や、

人材確保のため、再就業等への支援を行っていく必要があります。 

 

（取 組）                                

○ 業務を行う上で必要となる歯科予防措置に関する知識や再就業に向けた  知

識・技術等に関する講習会などを行っていきます。 

（取組４）訪問看護師の人材確保等に向けた支援 

○ 訪問看護サービスの安定的供給のため、訪問看護師の人材確保・定着・育成

のための取組や訪問看護ステーションの運営・多機能化等のための支援を実施

していきます。 

 

○ また、訪問看護ステーションの管理者等に対して、ステーション運営の基礎

実務、経営の安定化、人材育成体制の整備等についての研修を実施していきま

す。 
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（３）介護人材 

① 介護職員 

○ 2040年に向け、介護ニーズはますます増加していくことが見込まれており、

これまで以上に介護人材の確保・定着・育成の取組を進めていく必要があり

ます。 

 

（取 組）                        

○ 介護の仕事の魅力を発信していくと共に、資格取得支援や職場体験、宿舎借

り上げ支援、デジタル機器や次世代介護機器の導入支援など、介護人材の確保・

定着・育成に向け、総合的な取組を進めていきます。  

 

○ こうした取組に加え、2040年に向けて、介護の仕事をよく知らない層 を含

む幅広い層への働きかけを強化していくと共に、介護現場の生産性向上といっ

たさらなる職場環境の改善や、外国人介護従事者の積極的な受入れ等の取組を

拡充していきます。 

 

② 介護支援専門員 

○ 高齢者の在宅生活を支えるためには、多様なサービス主体が連携して高齢

者を支援できるよう、医療職をはじめとする多職種と連携しながら介護支援

専門員が中核的役割を担い、利用者の自立支援に資するケアマネジメントを

適切に行うことが重要です。 

 

○ 都内で実務に従事する介護支援専門員の人数について、令和元年度をピー

クに横這いで推移しており、年齢構成の高齢化も進んでいます。また、都内

居宅介護支援事業所への調査において、人材不足であり新規利用を制限して

いるとの回答が4割を超えています。今後、介護サービス需要拡大が見込まれ

ることも踏まえ、介護支援専門員の確保や定着のための取組を行うことが重

要です。 

 

（取 組）                        

○ 基礎的及び専門的な研修を通じて、高齢者の在宅生活を支えるうえで中核的

な役割を担う介護支援専門員及び主任介護支援専門員の資質の向上を図りま

す。 

 

○ また、介護支援専門員の確保や定着を促進するため、法定研修受講料への補

助を行い、研修受講に係る費用負担を軽減するほか、居宅介護支援事業所の管

理者を対象に、所属の介護支援専門員の育成等のための手法を養う内容の研修

を実施します。 
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（４）医療社会事業従事者 

○ 医療機能の分化、在宅療養への移行が進む中、退院支援を担う人材の養成が

課題となっています。 

 

（取 組）                                

○ 退院支援・退院調整に必要な知識及び技術に関する研修を実施し、退院支援

業務に従事する人材の確保・育成を図っていきます。  

 

（５）多様な専門職種 

○ 医療技術の高度化や専門化、保健医療ニーズの多様化に伴い、資質の向上が

必要となっています。 

 

（取 組）                         

○ 職能団体等と連携し、それぞれの職種に対応した研修・講演会等を行い資質

の向上を図っていきます。 

 

６ 医療機関従事者の勤務環境改善への取組の推進 

○ 医師をはじめとする医療従事者の働き方改革は、医療機関における働きやすく

働きがいのある職場づくりに向けて、タスク・シフト／シェアの推進など組織的

な取組がより一層求められています。 

 

○ 健康で安心して働くことができる勤務環境の実現は、働く意欲や満足度を高め、

医療従事者の確保や安全で質の高い医療を提供することにも繋がります。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取 組） 

○ 地域医療提供体制への影響や、医療機関の働き方改革に関する取組状況を把

握するとともに、東京都医療勤務環境改善支援センターにおいて、労務管理・

医業経営アドバイザーによる相談対応や助言などにより、医師の労働時間短縮

やハラスメント対策等、働きやすい職場環境に向けた医療機関のニーズに応じ

た様々な取組を支援していきます。《再掲》 

 

○ 働きやすく働きがいのある職場づくりに向けて、タスク  ・シフト／シェア等

によるチーム医療の推進やデジタル技術の活用等により、医師をはじめとする

医療従事者の負担軽減を図るとともに、復職や離職防止、定着促進につながる

勤務環境の改善に取り組む医療機関を支援していきます。《再掲》 
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 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

（医師） 

取組１－１ 

取組１－２ 

医師少数区域（西多摩・

南多摩・島しょ）におけ

る医師偏在指標 

西多摩 138.1 

南多摩 164.6 

島しょ 131.6 

（令和５年度） 

上げる 

（参考：179.4 以上10） 

（医師） 

取組１－１ 

取組１－２ 

へき地町村が必要とする

医師充足率≪再掲≫ 

100％ 

（令和５年 4 月 1 日現在） 
100％を維持 

（医師） 

取組２ 

東京都地域枠医師の 

離脱率 

2.0％11 

（令和５年度） 
下げる 

（看護職員） 

取組１ 

取組２－１ 

取組３ 

取組４ 

看護職員数 
145,776 人 

（令和 4 年末） 
増やす 

（看護職員） 

取組２－２ 

特定行為研修修了者数の

就業者数 

738 人 

（令和 4 年末） 
2,738 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
10 現在国から示されている医師偏在指標において、医師少数区域以外の区域の医師偏在指標は 179.4 以上となって

いる。 
11 離脱者累計数７名／貸与者累計数 343 名 
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医師確保計画を通じた医師偏在対策の必要性と方向性  

 ～厚生労働省「医師確保計画策定ガイドライン～第８次（前期）～」（令和５年３月））～  

 

○ 医師の偏在は、地域間、診療科間のそれぞれにおいて、長きにわたり課題とし

て認識されながら、現時点においても解消が図られていません。平成 20 年度以

降、地域枠を中心とした全国的な医師数の増加等が行われてきましたが、医師偏

在対策が十分図られなければ、地域や診療科といったミクロの領域での医師不足

の解消にはつながりません。 

 

○ このため、医療従事者の需給に関する検討会医師需給分科会において、早急に

対応する必要のある実効的な医師偏在対策について、法改正が必要な事項も含め

検討が行われ、平成 30 年には医療法が改正されました。 

 

○ 改正法に基づき、全国ベースで三次医療圏ごと及び二次医療圏ごとの医師の多

寡を統一的・客観的に比較・評価した指標（以下「医師偏在指標」という。）が算

定され、都道府県において、令和元年度に医療計画の中に新たに「医師確保計画」

として三次医療圏間及び二次医療圏間の偏在是正による医師確保対策等を定め、

令和２年度から当該計画に基づく取組が行われています。  

 

○ ３年ごとに医師確保計画の実施・達成を積み重ね、その結果、令和 18 年まで

に医師偏在是正を達成することを医師確保計画の長期的な目標とし、都道府県は、

地域の実情に応じた実効性ある医師確保計画の策定に努めることが求められてい

ます。 
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医師偏在指標、分娩取扱医師偏在指標、小児科医師偏在指標  

～厚生労働省「医師確保計画策定ガイドライン～第８次（前期）～」（令和５年３月））～  

 

○ これまで、地域ごとの医師数の比較には人口 10 万人対医師数が一般的に用い

られてきましたが、これは地域ごとの医療ニーズの人口構成などを反映しておら

ず、医師数の多寡を統一的・客観的に把握するための「ものさし」としての役割

を十分に果たしていませんでした。 

 

○ 国は、全国ベースで医師の多寡を統一的・客観的に比較・評価する指標として、

次の「５要素」を考慮した「医師偏在指標」を算定しました。  

 

 

「５要素」とは 

①医療需要（ニーズ）及び人口・人口構成とその変化 

 地域ごとの医療ニーズを、地域ごとの人口構成の違いを踏まえ、性・年齢階

級別の受療率を用いて調整する。 

  

②患者の流出入等 

 外来医療について、現実の受療行動に関するデータを参考の上で、患者の流

出入を反映することを基本とする。 

 入院医療については、地域医療構想における推計方法を参考に、患者住所地

を元に医療需要を算出し、流出入についての実態も情報提供した上で、都道府

県間等の調整を行うことで、患者の流出入を反映することを基本とする。  

 

③へき地等の地理的条件 

 医師確保対策は、二次医療圏ごとに設定した区域を基本としつつも、地域の

医療ニーズに応じたきめ細かい対応を図るため、二次医療圏よりも小さい区域

での柔軟な対応を可能とする「医師少数スポット」を定めることができる。 

 

④医師の性別・年齢分布 

 年齢や性別によって医師の平均労働時間が異なるため、地域ごとの性・年齢

階級別医師数を、性・年齢階級別の平均労働時間によって重み付けを行う。  
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〇医師全体における医師偏在指標の計算式  

 

医師偏在指標 =

地域の人口

10万人
× 地域の標準化受療率比（※２）

標準化医師数（※１）

 

 

（※１）標準化医師数 ＝ ∑性年齢階級別医師数 ×

性年齢階級別平均労働時間

全医師の平均労働時間  

 

地域の期待受療率

（※２）地域の標準化受療率比 ＝

全国の期待受療率  

 

⑤医師偏在の種別（区域、診療科、入院／外来） 

 ⅰ）区域 

   都道府県（三次医療圏）ごと及び二次医療圏ごとにそれぞれ算出する。  

 ⅱ）入院／外来 

   外来医療の多くを担う診療所には地域偏在があるため、外来医療機能に

ついては医師偏在指標と分離して指標を設け、「外来医療計画」で検討する。 

ⅲ）診療科 

診療科別の医師偏在については、診療科と疾病・診療行為との対応を整

理する必要があり、検討のための時間を要する。  

   しかしながら、産科・小児科については、政策医療の観点、医師の長時

間労働となる傾向、診療科と診療行為の対応も明らかにしやすいことから、

産科・小児科における医師偏在指標を示し、産科・小児科における地域偏

在対策に関する検討を行うこととする。  
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〇分娩取扱医師偏在指標の計算式 

 

標準化分娩取扱医師数（※）

分娩取扱医師偏在指標 ＝

分娩件数÷１,０００件

 

 

（※）標準化分娩取扱医師数 ＝ ∑性年齢階級別医師数 ×

性年齢階級別平均労働時間

全医師の平均労働時間  
 

 

 

〇小児科医師偏在指標の計算式 

 

小児科医師偏在指標 =

地域の年少人口

10万人

標準化小児科医師数（※１）

× 地域の標準化受療率比（※２）

 

 

（※１）標準化小児科医師数 ＝ ∑性年齢階級別医師数 ×

性年齢階級別平均労働時間

全医師の平均労働時間  

地域の期待受療率

（※２）地域の標準化受療率比 ＝

全国の期待受療率  

（備考）性年齢階級別の医師数は、医師届出票に記載されている主たる従事先と

従たる従事先が所在する二次医療圏（分娩取扱医師偏在指標においては周産期医

療圏、小児科医師偏在指標においては小児医療圏）が異なる場合は、主たる従事

先では0.8人、従たる従事先では0.2人として算定することとされています。
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医師の働き方改革とは 

 

○ 平成 31 年４月１日に施行された「働き方改革を推進するための関係法律の整

備に関する法律」により、時間外労働の上限規制や労働時間の把握、勤務間イン

ターバル制度が適用されています。医師については、医師法に基づく応召義務な

どの勤務の特殊性を踏まえた対応が必要であることから、法施行５年後に適用さ

れることとなりました。 

 

○ この間、医師の働き方改革に関する検討会（全 22 回）、医師の働き方改革の推

進に関する検討会（これまでに 17 回）の検討が行われました。令和 3 年 5 月に

「良質かつ適切な医療を効率的に提供する体制の確保を推進するための医療法等

の一部を改正する法律」が成立し、長時間労働の医師の労働時間短縮及び健康確

保のための措置の整備等が規定され、令和６年４月から勤務医の時間外・休日労

働の上規制が適用されることになります。 

 

○ 令和 6 年 4 月以降、時間外・休日労働が年間 960 時間を超えることがやむを

得ない医師が勤務している医療機関は、開設者の申請により、「特定労務管理対象

機関」として都道府県知事の指定を受ける必要があります。 

  

 医療機関に適用する水準 長時間労働が必要な理由 年の上限時間

A水準 原則（一般労働者と同程度） 960時間

特例水準

B水準 地域医療の確保のため 1,860時間

連携B水準
地域医療の確保のため、他院に派遣する医師の
労働時間を通算すると長時間労働となるため

通算で1,860時間
（各院では960時間）

C-1水準 臨床研修・専門研修医の研修のため 1,860時間

C-2水準 長時間修練が必要な技能の習得のため 1,860時間
 

 

医療機関

・勤務する医師が長時間労働となる医療機関は、医師労働時間短縮計画を作成

・健康確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間インターバル規制等）の実施等

都道府県

・地域医療の確保や集中的な研修実施の観点から、やむを得ず高い上限時間を適用する

医療機関（特定労務管理対象機関）を知事が指定

・指定にあたっては、あらかじめ、都道府県医療審議会の意見を聴取
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薬剤師確保計画ガイドラインに基づく薬剤師偏在指標等 

 

○ 薬剤師偏在指標は、都道府県や二次医療圏などの個々の地域における、薬剤

師の必要業務時間（需要）に対する、薬剤師の実際の労働時間（供給）の比率

を指標としており、次の「３要素」を考慮し設定されています。 

・薬剤師の勤務形態・性別・年齢分布 

・薬剤師業務に係る医療需要（ニーズ）  

・薬剤師業務の種別（病院、薬局） 

 

 
薬剤師確保計画ガイドラインに基づく薬剤師偏在指標の算定式  

 

病院薬剤師偏在指標＝ 

調整薬剤師労働時間（病院）（※1）÷病院薬剤師の推計業務量（※3） 

 

（※1）調整薬剤師労働時間（病院）＝  

Σ（勤務形態別性別年齢階級別病院薬剤師数×病院薬剤師の勤務形態別性別年齢階級別労  

働時間）÷調整係数（病院）（※2）  

 

（※2）調整係数（病院）＝  

全薬剤師（病院）の労働時間（中央値）÷全薬剤師（病院＋薬局）の平均的な労働時間※  

※病院薬剤師と薬局薬剤師それぞれの労働時間（中央値）の加重平均  

 

（※3）病院薬剤師の推計業務量＝  

入院患者に関する業務時間（調剤・病棟業務等）（※4）＋外来患者に関する業務時間（調

剤・服薬指導業務等）（※5）＋その他の業務時間（管理業務等）（※6）  

 

（※4）入院患者に関する業務量（調剤・病棟業務等）＝  

Σ（地域の性・年齢階級別人口  × 性・年齢階級別にみた入院受療率（全国値））×入院

患者流出入調整係数×入院患者1人当たりの労働時間  

 

（※5）外来患者に関する業務量（調剤・服薬指導業務等）＝  

Σ（地域の性・年齢階級別人口  × 性・年齢階級別の人口１人当たりの院内投薬対象数（全

国値））×（全国の院内投薬対象数（日本薬剤師会公表値ベース）の合計÷全国の院内投

薬対象数（NDBベース）の合計）×入院患者流出入調整係数（※）×院内処方1件当たり

の薬剤師（病院）の労働時間  

※外来患者にかかる流出入調整係数の作成に資する情報が入手できなかったことから便宜

的に入院患者流出入調整係数を使用した  

 

（※6）その他の業務量（管理業務等）＝  

地域（都道府県・二次医療圏）別の病院数×1病院当たりの上記以外の業務（管理業務等）

にかかる労働時間  
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薬局薬剤師偏在指標＝ 

調整薬剤師労働時間（薬局）（※7）÷薬局薬剤師の推計業務量（※9） 

 

（※7）調整薬剤師労働時間（薬局）＝  

Σ（勤務形態別性別年齢階級別薬局薬剤師数×薬局薬剤師の勤務形態別性別年齢階級別労働  

時間）÷調整係数（薬局）（※8）  

 

（※8）調整係数（薬局）＝  

全薬剤師（薬局）の労働時間（中央値）÷全薬剤師（病院＋薬局）の平均的な労働時間※  

※病院薬剤師と薬局薬剤師それぞれの労働時間（中央値）の加重平均  

 

（※9）薬局薬剤師の推計業務量＝  

処方箋調剤関連業務にかかる業務量（※10）＋フォローアップにかかる業務量（※11）＋在

宅業務にかかる業務量（※12）＋その他業務にかかる業務量（※13）  

 

（※10）処方箋調剤関連業務にかかる業務量＝  

Σ（地域の性・年齢階級別人口  × 性・年齢階級別の人口１人当たりの院外投薬対象数（全

国値））×（全国の院外投薬対象数（日本薬剤師会公表値ベース）の合計÷全国の院外投薬

対象数（NDBベース）の合計）×処方箋1枚当たりの薬剤師（薬局）の労働時間  

 

（※11）フォローアップにかかる業務量＝  

Σ（地域の性・年齢階級別人口  × 性・年齢階級別の人口１人当たりの院外投薬対象数（全

国値））×（全国の院外投薬対象数（日本薬剤師会公表値ベース）の合計÷全国の院外投薬

対象数（NDBベース）の合計）×処方箋1枚当たりのフォローアップ件数×フォローアップ1

件当たりの労働時間  

 

（※12）在宅業務にかかる業務量＝  

地域（都道府県・二次医療圏）別の薬局数×1薬局当たりの在宅業務実施件数×（在宅業務1

件当たりの移動時間＋在宅業務1件当たりの対人業務時間）  

 

（※13）その他業務にかかる業務量＝  

地域（都道府県・二次医療圏）別の薬局数×1薬局当たりの上記以外の業務にかかる労働時間 

 

 

地域別薬剤師偏在指標は、地域別の病院薬剤師偏在指標と薬局薬剤師偏在指標を算
定する際に使用した調整薬剤師労働時間と推計業務量のそれぞれについて、病院分と
薬局分を合算することにより地域別の調整薬剤師労働時間と推計業務量を算出した
上で、地域別に調整薬剤師労働時間を推計業務量で除算することにより算出する。  

 

 

○ 目標偏在指標は、「病院・薬局における薬剤師の業務量」（需要）と「調整

薬剤師労働時間」（供給）が等しくなる時の偏在指標、すなわち「1.0」と定義

しています。 
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○ 偏在指標の大きい区域順に並べ、目

標偏在指標より偏在指標が高い二次

医療圏・都道府県を「薬剤師多数区域」

及び「薬剤師多数都道府県」と、目標

偏在指標より偏在指標が低い二次医

療圏のうち下位二分の一の二次医療

圏・都道府県を  「薬剤師少数区域」

及び 「薬剤師少数都道府県」 と区域

設定しています。 
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第４節 生涯を通じた健康づくりの推進 

１ 生活習慣の改善（栄養・食生活、身体活動・運動、喫煙等） 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

 ○ 高齢になっても健やかに暮らせるよう、健康上の理由で日常生活が制限される

ことなく生活できる期間（健康寿命）を延ばすためには、適切な量と質の食事を

とること、適度に体を動かし、身体活動量を増やすことや、健康診断を定期的に

受診することにより自身の健康状態や健康課題を把握し、自発的に健康づくりに

取り組み、生活習慣病を予防することが必要です。  

 

 ○ 野菜や果物はその摂取量が少ない場合、がんや循環器病のリスクが上がるとさ

れており、不足しないことが推奨されています。また、循環器病等との関連性を

鑑み、食塩の過剰摂取への対策として、減塩に関する取組を一層推進する必要が

あります。 

都民の１日当たりの野菜の平均摂取量は目標量（１日 350g 以上）に対して、

男女とも 290g 程度、食塩の平均摂取量は目標量（1 日７g 未満）に対して、男

性 11g 程度、女性 9g 程度です。 

 

○ 国の「健康づくりのための身体活動指針（アクティブガイド）」では、18 歳か

ら 64 歳までの男女に対し、生活習慣病や生活機能低下の予防のために 1 日

8,000 歩に相当する身体活動を推奨しています。身体活動・運動により、基礎代

謝量が上がり、内臓脂肪が減少することから、推奨量以上の身体活動を継続する

ことにより、肥満解消の効果がありますが、生活環境の変化により、日常生活の

様々な場面における身体活動量（歩数）が減少しています。 

   身体活動量の少ない、１日の歩数の平均値が 6,000 歩未満（65 歳以上は 4,000

歩）未満の人の割合は、20 歳から 64 歳までの男女が 30～40％程度、65 歳

以上の男女が 40％程度です。 

 

 ○ 心身の健康を保つためには、適切な休養を取ることが必要です。良い睡眠の定

義はさまざまですが、適度な長さで、睡眠休養感（睡眠で休養がとれている感覚）

があり、心身の健康を促す睡眠が良い睡眠といえます。  

適切な睡眠時間には個人差がありますが、睡眠時間が短いと、肥満、高血圧、

糖尿病、心疾患、脳血管疾患、認知症、うつ病など様々な疾病の発症リスクを高

めることがわかってきています。 

１日の睡眠時間が少なくとも６時間以上確保できるように努めることが望まし

○ 「東京都健康推進プラン 21（第三次）」の総合目標の一つである「健康寿命の

延伸」に向け、都民一人ひとりの生活習慣改善の取組とともに、社会全体で支援

し、疾病等の予防を図ります。 
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いといえます。 

  

 ○ 飲酒は、がん、高血圧症、脂質異常症、循環器病などを引き起こすとされてい

るほか、睡眠に与える悪影響やこころの健康との関連も指摘されています。また、

本人の健康障害の原因となるだけでなく、暴力、虐待や胎児の発育障害など周囲

の人へ深刻な影響を及ぼしたり、社会問題に発展する危険性が高く、特に、女性

は男性よりも、少ない飲酒量で健康に影響を及ぼすほか、アルコール依存症に至

るまでの期間も短いため、注意が必要です。  

20 歳以上の男性では１日平均 40ｇ以上、女性では同 20g 以上の純アルコー

ルを摂取すると、生活習慣病のリスクが高まるとされています。この量を超えて

飲酒している 20 歳以上の都民は、男性で約 16％、女性で約 18％となっていま

す。 

 

○ 喫煙は、がん、虚血性心疾患や脳卒中などの循環器病、ＣＯＰＤを含む呼吸器

疾患、糖尿病、周産期の異常や歯周疾患等のリスクを、受動喫煙は、肺がんや虚

血性心疾患、脳卒中、乳幼児突然死症候群などのリスクを、それぞれ高めるとさ

れています。 

20 歳以上の都民の喫煙率は減少傾向にあり、全体で 13.5%、男性で 20.2％、

女性で 7.4％と、全国平均より低くなっています。また、「喫煙と健康 喫煙の

健康影響に関する検討会報告書（平成 28 年８月）」では、受動喫煙の影響によ

る年間死亡者数は約１万５千人と推計しており、受動喫煙対策の推進が必要です。 

なお、近年普及している加熱式たばこ1は、長期の使用に伴う健康影響はまだ

明らかでありませんが、有害成分分析等により健康リスク等が報告されており、

健康保険による禁煙治療の対象にもなっています。このため、紙巻たばこと同様

に、健康への影響にかかる啓発や禁煙支援等を行う必要があります。  

 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞生活習慣の改善に向けた普及啓発及び環境整備 

 ○ 健康づくりは個人の自覚と実践が基本であり、都民が自らの健康状態を把握し、

自発的に取り組むことができるよう、正しい知識の普及啓発や、環境の整備を進

める必要があります。 

                                                   
1 加熱式たばこ：たばこ葉やたばこ葉を用いた加工品に、火を点けずに電気ヒーターで加熱などして吸うタイプの

たばこ。紙巻たばこと同様に、たばこ事業法に定められる製造たばこに位置付けられる。 
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（取組１－１）健康的な食生活に関する普及啓発等 

○ 健康的な食生活の意義、適切な量と質の食事（望ましい野菜、食塩、果物の摂

取量及び主食・主菜・副菜を組み合わせた食事の摂取）、栄養等の知識、適正体

重を維持することの重要性等について、区市町村、保健医療関係団体、事業者・

医療保険者等と連携し、都民自らが実践できるよう、普及啓発を行っていきます。 

 

○ 健康に配慮したメニューを提供する飲食店の増加を図るなど、適切な量と質の

食事を都民の誰もが選択できるような食環境の整備を進めていきます。 

（取組１－２）身体活動に関する普及啓発等 

○ 身体活動・運動の意義や、ライフステージに応じて日常生活の中で負担感なく

実践できる身体活動量を増やす方法について、ホームページ等で分かりやすく紹

介していきます。 

 

○ 一日の歩数を増やすため、健康づくりの視点を取り入れたウォーキングマップ

の更なる活用や、日常生活の中で自然に歩きたくなるような環境の整備に向けた

取組を検討します。 

 

（取組１－３）適切な休養・睡眠に関する普及啓発 

○ 適切な睡眠時間、睡眠環境や生活習慣の改善による睡眠休養感の確保、心身の

健康を保つのに必要な余暇時間の充実の重要性等について、職域とも連携しなが

ら、普及啓発を行います。 

 

（取組１－４）生活習慣病のリスクを高める飲酒に関する普及啓発 

○ 飲酒が及ぼす健康への影響や、妊婦・授乳中の女性の飲酒による胎児・乳児へ

の影響等を踏まえ、年齢や性別、体質など、個人の特性に応じた飲酒に関する正

しい知識について、普及啓発を行います。 

 

（取組１－５） 喫煙・受動喫煙の健康影響に関する普及啓発 

○ 喫煙や受動喫煙が及ぼす健康への影響に関する正しい知識の普及に加え、禁煙

方法等に関する情報提供を行います。 

（取組１－６） 禁煙希望者への禁煙支援 

○ 禁煙希望者が禁煙できるようにするために、区市町村が行う住民に対する禁煙

治療費の助成などの取組を支援します。  
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＜課題２＞区市町村等への取組支援 

○ 健康づくりに当たっては、都民一人ひとりの取組はもとより、都民の健康に関

わる関係機関の役割が重要です。社会全体で都民の健康づくりを支援していくこ

とを目指し、区市町村や職場等での取組を推進していく必要があります。 

 

 

 ○  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－７） 20 歳未満の者の喫煙防止・妊娠中の喫煙防止 

○ 学習指導要領に基づいた喫煙防止教育を推進するとともに、20 歳未満の者の

喫煙防止と喫煙・受動喫煙による健康影響について、小・中・高校生向け喫煙防

止リーフレットの配布や、全小・中・高等学校を対象としたポスターコンクール

の実施など、学校等教育機関と連携を図りながら、普及啓発を行います。 

 

○ 各種広報媒体や母子保健事業における保健指導を通じて、妊娠中・授乳中の女

性の喫煙防止に努めるとともに、両親学級等により禁煙を推奨する区市町村の取

組に対し助言等を行います。 

 

 

（取組２－１）区市町村への取組支援 

○ 区市町村の取組状況を把握し、参考となる事例の紹介を行うとともに、引き続

き区市町村の取組に対する財政的支援を行います。また、都民の主体的な健康づ

くりにつなげるため、区市町村の取組を支援することで、健康づくりの後押しと

なるような取組を検討します。 

（取組２－２）人材育成 

○ 区市町村や関係機関の担当職員を対象に、健康づくりの企画や指導的役割を担

う人材の育成を図るための研修等を実施していきます。 

 

（取組２－３）事業者への取組支援 

○ 事業者団体と連携し、普及啓発に加え、健康づくりに取り組む企業を支援する

など、職場における健康づくりの取組を推進していきます。 

（取組１－８） 受動喫煙対策 

○ 健康増進法や東京都受動喫煙防止条例（平成 30 年東京都条例第 75 号）への

都民や事業者の正しい理解の促進・定着を図り、区市町村や関係機関等と連携し

て受動喫煙防止の取組を推進します。また、東京都子どもを受動喫煙から守る条

例に基づき、いかなる場所においても子どもに受動喫煙をさせないよう努めるこ

とについて、啓発していきます。 

 

○ 屋内での受動喫煙防止の徹底に向け、公衆喫煙所を整備する区市町村への支援

や、基準に沿った喫煙場所の整備に関する事業者への支援を行います。  
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 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組 

１－１ 

取組 

２－１ 

２－２ 

２－３ 

主食・主菜・副菜を組み合わせ

た食事が１日２回以上の日がほ

ぼ毎日の者の割合（20 歳以上） 

<令和 6 年度調査

にて把握予定> 
増やす 

野菜の１日当たりの平均摂取量

（20 歳以上） 

男性 293.5g 

女性 295.1g 

（平成 29～令和元年） 

増やす 

食塩の１日当たりの平均摂取量

（20 歳以上） 

男性 11.0g 

女性  9.2g 

（平成 29～令和元年） 

減らす 

果物の１日当たりの平均摂取量

（20 歳以上） 

男性  83.4g 

女性 104.3g 

（平成 29～令和元年） 

増やす 

取組 

１－２ 

日常生活における１日当たりの

平均歩数（20 歳以上） 

男性（20～64 歳） 

8,585 歩 

女性（20～64 歳） 

7,389 歩 

男性（65 歳以上） 

5,913 歩 

女性（65 歳以上） 

5,523 歩 

（平成 29～令和元年） 

増やす 

日常生活における１日当たりの

平均歩数が 6,000 歩未満（65

歳以上は 4,000 歩未満）の者

の割合（20 歳以上） 

男性（20～64 歳） 

28.2% 

女性（20～64 歳） 

40.6% 

男性（65 歳以上） 

38.4% 

女性（65 歳以上） 

36.6% 

（平成 29～令和元年） 

減らす 

取組 

１－３ 

睡眠で休養がとれている者の割

合（20 歳以上） 

<令和 6 年度調査

にて把握予定> 
増やす 

睡眠時間が 6～9 時間（60 歳

以上は 6～8 時間）の者の割合

（20 歳以上） 

<令和 6 年度調査

にて把握予定> 
増やす 
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取組 指標名 現状 目標値 

取組 

１－４ 

取組 

２－１ 

２－２ 

２－３ 

生活習慣病のリスクを高める量

を飲酒している人の割合（1 日

当たりの純アルコール摂取量が

男性 40g 以上、女性 20g 以上

の人の割合）（20 歳以上） 

男性 16.4% 

女性 17.7% 

（令和３年） 

減らす 

取組 

１－５ 

１－６ 

１－７ 

20 歳以上の者の喫煙率 

全体 13.5％ 

男性 20.2% 

女性  7.4% 

（令和 4 年） 

全体 10％未満  

男性 15%未満  

女性   ５%未満  

（喫煙をやめた

い人がやめた場

合の喫煙率）2 

取組 

１－８ 

受動喫煙の機会を有する者の割

合 

飲食店 18.3% 

職場    5.9% 

（令和 4 年度） 

なくす 

 

 

 

                                                   
2 喫煙率の目標：令和４年の国民生活基礎調査による 20 歳以上の都民の喫煙率（喫煙している者の割合）と令和元

年の国民健康・栄養調査による現在習慣的に喫煙している者のうちたばこをやめたいと思う者の割合をもとに、喫

煙している者のうちやめたい者がすべてやめた場合の喫煙率を算出し、目標を設定 
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２ 母子保健・子供家庭福祉 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

○ 核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等により、周囲に相談相手がいない、

必要な情報が得にくいなど、妊娠・出産・子育てに関し、不安を抱える妊婦や保

護者が増えています。 

 

○ 令和３年度の妊婦健康診査の受診率（第１回目）は 92.0％、乳幼児健康診査の

受診率は、３～４か月児健診 93.6％、１歳６か月児健診 92.1％、３歳児健診

92.7％となっています。 

 

○ 女性の社会進出や男女の価値観の多様化等の社会情勢の変化により、晩婚化や

晩産化が進行しており、特定不妊治療を受ける人も増加しています。 

 

○ 少子化や家族形態の変化等、子供や家族を取り巻く環境が変化する中、虐待や

不登校など子供の心に影響する多様な問題事象が増加しています。  

 

○ 令和３年の妊産婦の死亡数は１人、周産期死亡数1は 282人、乳児死亡数は 160

人、新生児死亡数は 68 人となっています。 

 

○ 小児慢性特定疾病にかかっていることにより長期にわたり療養を必要とする児

童等を対象に、医療費助成等を行っています。  

 

○  令和４年度に都内の児童相談所が相談を受け対応した児童虐待対応件数は、

27,798 件で、平成 24 年度の 4,788 件に比べ、約 5.8 倍に増加しています。

また、子供家庭支援センターにおける令和４年度の児童虐待対応件数は、25,858

件で、平成 24 年度の 7,573 件に比べ、約 3.4 倍に増加しています。 

 

○ 令和４年度の医療機関からの虐待通告件数は 368 件で、平成 24 年度の 230

件に比べ、1.6 倍に増加しています。 

 

                                                   
1 周産期死亡数：後期死生数（妊娠 22 週以降の死産数）と早期新生児死亡数（生後１週間未満の死亡数）の合計の

こと。 

○ 妊娠期から子育て期に至るまで切れ目のない支援体制を整備します。 

○ 母子保健事業の実施主体である区市町村に対して、広域的・専門的・技術的支

援を行い、都内全域の母子保健サービスの向上を図ります。  

○ 医療機関や児童福祉分野との連携を強化しながら、虐待発生の未然防止及び要

支援家庭の早期発見・支援に努めます。 
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 課題と取組の方向性  

＜課題１＞妊娠期から出産、子育て期に至るまでの切れ目ない支援 

○ 子育てに不安を抱える妊婦や子育て家庭を支援するため、妊娠期から出産、子

育て期に至るまでの切れ目ない支援を行う必要があります。 

 

○ 若い世代に対して妊娠・出産等の正確な知識に関する普及啓発を行うとともに、

不妊治療の経済的負担の軽減の取組を推進していく必要があります。  

 

○ 妊産婦及び乳幼児の健康の保持増進及び疾病の早期発見に向け、妊婦健康診査

や乳幼児健康診査等を確実に実施することが重要です。 

 

○ 安全な出産に向けて、妊婦健康診査の受診率を高めるため、制度の周知や受診

促進に取り組む必要があります。 

 

○ 産後うつの予防や乳幼児への虐待予防を図る観点から、妊娠期から保健師等の

専門職が関わり、支援が必要な妊婦や子育て家庭を発見し、支援につなげる仕組

みが必要です。 

 

○ 保健機関や医療機関のサービス時間外においても、子供の心身の健康や育児等

に関する迅速かつ適切な助言及び支援を行うことが重要です。  

 

○ 子供の安全を確保するため、子育て家庭における不慮の事故等を防ぐための取

組が必要です。 

 

○ 医療機関をはじめとする関係機関が、心に問題を抱える子供や発達障害児等に

適切な対応を行えるように、その特性に関する正しい理解の促進が必要です。  

 

○ 早期に治療が必要な疾患の発見のため、妊婦健康診査における HIV 抗体検査や

子宮頸がん検診の実施や、タンデムマス法2導入による先天性代謝異常等検査の充

実などの対応を行ってきましたが、今後も必要に応じて、新たな健康課題等に適

切に対応する必要があります。 

 

○ 慢性疾病を抱える児童等とその家族が、必要な医療や支援等が確実に、かつ、

切れ目なく受けられるようにするための施策の実施が求められています。 

 

                                                   
2 タンデムマス法：多数の病気を同時に発見できるタンデム質量分析計を用いた新たな検査法  
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（取組１－１）妊娠・出産に関する支援              

○ 若い世代が妊娠・出産に関し正確な知識を持ち、将来のライフプランを描け

るよう普及啓発を強化するとともに、プレコンセプションケアに係る取組を推

進します。また、女性の心身の健康に関する相談に対応する「女性のための健

康ホットライン」や不妊・不育症に関する相談に対応する「不妊・不育ホット

ライン」などの相談事業を行います。さらに不妊検査・不妊治療・不育症検査

に係る費用の助成等の支援を行います。 

子供を生み育てたいと望んでいるものの、様々な事情によりすぐに妊娠や出

産をすることが難しい方を支援するため、加齢等による妊娠機能の低下を懸念

する場合に行う卵子凍結に係る費用や、加齢等の影響を考慮して作成した凍結

卵子を使用した生殖補助医療に係る費用の助成を行います。  

 

○ 中高生等の思春期特有の健康上の悩みなどについて、相談窓口を運営し、利

便性向上や機能の充実を図ることで、より多くの人が活用できる場に整備する

とともに、妊娠適齢期や婦人科疾患に関する健康教育、普及啓発、相談支援を

実施する区市町村を支援します。 

 

○ 妊婦に対して早期の医療機関受診と妊娠の届出及び定期的な妊婦健康診査の

受診を促すための普及啓発を行うとともに、悩みを抱える妊婦等に対する「妊

娠相談ほっとライン」（平成 26 年度開始）を実施し、適切な支援につなげます。 

 

○ とうきょうママパパ応援事業（平成 27 年度にゆりかご・とうきょう事業と

して開始）及び東京都出産・子育て応援事業により、全ての妊婦を対象に専門

職が面接を行い、心身の状態や家庭の状況を把握し、産後間もない産婦の健康

診査や退院後の母子に対して心身のケアや育児のサポート等を行う産後ケアな

ど、各家庭のニーズに応じた支援を行うとともに、育児用品や子育て支援サー

ビス等の提供を一体的に実施することで、区市町村と連携して妊娠期から子育

て期にわたる切れ目ない支援体制を整備します。また、産後うつのハイリスク

者への支援が適切に行われるよう、区市町村における精神科医療機関を含めた

地域の関係機関との連携体制の構築を推進します。 

（取組１－２）子供の健康の保持・増進や安全の確保のための支援  

○ 電話相談「子供の健康相談室」（小児救急相談・＃８０００）や、ホームペー

ジ上で運用している「ＴＯＫＹＯ子育て情報サービス」などにより、休日夜間に

おいても、子供の受診の必要性の判断や日常からの子供の状態の観察方法、子供

の健康や子育て支援に関する情報提供を行い、小児救急の前段階での安心の確保

や育児不安の軽減を図ります。 

 

○ 子供の死亡事例について、福祉、保健、医療、教育等の関係機関と連携しなが

ら、子供の死に至る情報を収集し、予防可能な要因について検証し、効果的な予

防対策を提言することで、将来の子供の死亡減少につなげます。  

 

○ 小児慢性特定疾病児童等にかかる医療費の助成を行うとともに、当該児童等の

健全育成及び自立促進を図っていきます。  
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＜課題２＞児童虐待の未然防止と早期発見・早期対応 

○ 要支援家庭を早期に発見し、支援につなげるなど、児童虐待の未然防止、

早期発見・早期対応を行う必要があります。 

 

○ 児童虐待の対応に当たっては、保健・医療分野を含む地域の関係機関の連

携強化が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－３）区市町村や関係機関に対する支援         

○ 母子保健事業の手引「東京の母子保健」（令和３年度改訂）や母子保健情報一

覧の作成、都内母子保健従事者への研修や母子保健事業担当者連絡会の実施等に

より、区市町村の各種健康診査等の確実な実施や、母子保健水準の更なる向上に

向けた広域的・専門的・技術的な支援を行います。 

 

○ 平成 20 年度より実施している子供の心診療支援拠点病院事業において、医療

機関や保育、学校、児童福祉施設などの地域の関係機関が、子供の心の診察や日

常生活の中で、疾患や障害特性に応じた適切な対応が行えるよう、専門医療機関

のノウハウを活用し、各種研修等を実施します。  

 

○ 新たな健康課題に対しては、最新の知見や情報収集をしながら、研修等を通じ

て関係機関への情報提供を行うとともに、医療機関等とも連携を図りながら、適

切に対応していきます。 

（取組２）支援を必要とする子育て家庭に対する支援の充実    

○ 要保護児童対策地域協議会において、保健・医療分野の関係機関が持つ専門的

知見などを活用し、要保護児童の早期発見や適切な保護に努めていきます。  

 

○ 区市町村が、母子健康手帳の交付時や乳幼児健診時などの母子保健事業の実施

機会を活用し、スクリーニング等により要支援家庭の早期発見や虐待の未然防

止、早期の対応を確実に行えるよう、包括補助事業により区市町村の母子保健分

野の取組を支援します。 

 

○ 病院内における虐待対策委員会の充実を図るため、医療機関従事者向けの研修

を実施します。 

 

○ 虐待対応等について、医療機関や保健機関との連携を強化するため、児童相談

所に医療連携専門員（保健師）を配置し、保健や医療面に関する相談や指導を行

います。 

 

○ 児童福祉法の改正に伴い、児童相談部門と母子保健部門が一体となり妊娠期か

ら包括的な相談支援等を行う「こども家庭センター」を創設する区市町村を支援

するため、予防的支援推進とうきょうモデル事業及びとうきょう子育て応援パー

トナー事業を実施し、虐待の未然防止に取り組む区市町村の体制強化を図りま

す。 
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 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組１－１ 
妊娠・出産・子育ての切れ目ない

支援体制を構築する区市町村数 

61 区市町村 

（令和４年度） 
全区市町村 

取組１－１ 産後ケア事業の利用率 
23.1％ 

（令和４年度） 
増やす 

取組１－１ 
産後１か月時点での産後うつの

ハイリスク者の割合 

11.7％ 

（令和４年度） 
減らす 

取組１－１ 

精神科医療機関を含めた地域の

関係機関との連携体制がある区

市町村数 

18 区市町村 

（令和４年度） 
増やす 
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３ 青少年期の対策 

 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

１ 学校保健  

○ 児童・生徒の健康づくりを推進するためには、学校と家庭との連携はもとより、

学校と学校医等が協力し、学校における日常的な保健活動や健康教育の充実が重

要です。コロナ禍を経て、児童・生徒を取り巻く社会環境の変化に伴い、感染症

に対する危機管理をはじめ、いじめ、不登校やひきこもり、摂食障害、性感染症、

生活習慣病、食物アレルギー、薬物乱用など、様々な健康課題が顕在化していま

す。 

 

 ○ 学校では、児童・生徒の学びを保障するために、３年以上にわたり、家庭、学

校医及び地域の保健所との連携協力を図り、新型コロナの感染予防及び感染拡大

防止に向けた取組を進めてきました。 

   感染症法上の５類移行後も引き続き、家庭との連携による児童・生徒の健康状

態の把握、換気や手洗いといった日常的な対応を継続することを基本とし、学校

医や様々な関係機関と連携し、感染予防及び感染拡大防止に向けた取組を学校の

実情に応じて実施しています。 

 

○ 児童・生徒にとって、思春期は、生涯にわたる健康づくりの基礎を担う大切な

時期ですが、心身の様々な変化やその対処方法に関する十分な知識が無く、不安

や悩みを抱え込みやすい時期でもあります。学校においても、児童・生徒がヘル

スケアに関する不安等を相談できる体制を整備することが必要です。 

 

２ 青少年期における心の悩みの解消に向けた支援 

 ○ 青少年を取り巻く環境は、少子高齢化、情報化、国際化等の進展により大きく

変化し、社会的自立に困難を有する若者の持つ背景はこれまで以上に複雑化・深

刻化しており、青少年は、自分自身のことをはじめ、仕事関係、対人関係、家族

関係等様々な悩みや不安を抱えています。  

 

 ○ こうした状況を踏まえ、全ての青少年が健やかに成長し、円滑に社会生活を営

むことができる社会の形成を目指し、都の子供・若者育成支援施策の一層の推進

を図るため、平成 27 年８月に「東京都子供・若者計画」を策定しました。計画

の中では、ひきこもり、若年無業者（ニート）など、社会的自立に困難を有する

○ 児童・生徒の健康管理の向上のために、学校、家庭をはじめ、様々な関係機関と

の連携強化を進めます。青少年期における思春期特有の悩みに対しては、専門家と

連携した相談体制を整備します。 

○ 悩みを抱える青少年の状況に応じた自立や社会参加に向けた支援を行います。  
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青少年の課題ごとに現状・課題や取組の方向性をまとめています。  

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞学校における感染症の感染拡大防止と児童・生徒の抱える健康課題の改

善・解決 

 ○ 学校における感染症の感染拡大防止と児童・生徒の抱える健康課題、特に思春

期における健康課題の改善・解決を図るためには、学校医や学校歯科医、学校薬

剤師、関係機関等と連携することが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題２＞青少年の状況に応じた支援 

○ 様々な悩みを抱える青少年が意欲を持って自らの能力を発揮できるよう、自立

を後押ししていく必要があります。青少年の自立と社会参加に向け、青少年の状

況に応じて支援することが大切です。 

（取組１－１）新型コロナ等新たな感染症発生への対応 

○ 新型コロナなどの新たな感染症や、インフルエンザ、ノロウイルス、麻疹、風疹

などの感染症の流行に対応し、平常時から学校と地域保健関係機関が組織的な連

携・協力体制を構築するなど、学校保健危機管理体制の強化に取り組んでいきます。 

 

 

 

 

 

 

 
（取組１－３）健康課題に対する専門的な相談体制の整備  

○ 思春期は、集団への不適応や摂食障害、性感染症や性の課題など様々な心とから

だの健康課題を抱えやすい時期です。学校において、こうした健康課題に対して早

期発見、早期対応を図ることができるよう、教職員に対して、精神科医・産婦人科

医などの専門家による学校相談活動の充実を図ります。また、都立高校や特別支援

学校等において、産婦人科医を学校医として任用するなど、児童・生徒の抱える思

春期特有の様々な悩みに対して、ヘルスケアに関する専門的な相談体制の整備を促

進し、学校における重層的な支援体制の構築に取り組みます。  

さらに、健康的な学校環境づくりや安全体制の構築などに取り組んでいきます。 

（取組１－４）食物アレルギーや突然死の防止  

○ 文部科学省監修による「学校のアレルギー疾患に対する取組ガイドライン」等に

基づき、学校における事故予防体制づくりと、緊急時に適切に対応できる体制づく

りを進めていきます。また、急性の心臓疾患などによる突然死を防ぐため、自動体

外式除細動器（ＡＥＤ）の使用法を含む心肺蘇生法の実技講習の充実を図ります。 

（取組１－２）健康づくり推進のための連携と支援  

○ 学校・保護者・医師・学校医・歯科医師・学校歯科医・薬剤師・学校薬剤師・保

健所等の地域保健機関などの連携により、健康づくりに取り組みます。  
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 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組１－４ 
食物アレルギー対応委員会等の

設置運営学校数の割合 

97.87％ 

（令和４年度） 
100％ 

 

（取組２－１）相談窓口による対応 

○ 青少年の相談窓口として、青少年の抱える様々な悩みや相談を受けつける「東

京都若者総合相談センター（若ナビα）」や、都立（総合）精神保健福祉センタ

ーや保健所における精神保健福祉相談があり、それぞれの相談窓口や関係機関

が相互に連携を図って、支援していきます。  

（取組２－２）地域における支援体制の強化 

○ 区市町村が NPO 法人等の民間支援団体と連携するなど、住民に身近な地域

において、本人に寄り添った支援が展開されるよう、区市町村の取組を後押し

していきます。 

（取組２－３）本人や家族、支援者への情報提供 

○ 若者の様々な悩みに対し支援を行っている支援機関・相談窓口を検索するこ

とができる、地域の若者支援社会資源ポータルサイト（若ぽた）を運営してい

きます。 

  また、社会的自立に困難等を抱える本人やその家族を支援につなげるため、

民生・児童委員等の地域支援者向けに、講習会を開催して、情報提供を行って

いきます。 
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４ フレイル対策・ロコモティブシンドロームの予防 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

○ フレイルは、加齢に伴い、筋力・認知機能等の心身の活力や社会とのつながり

などが低下した状態と言われています。要介護高齢者の多くが、フレイルという

中間的な段階を経て徐々に要介護状態に陥るが、適切な介入・支援により、生活

機能の維持向上が可能であるとされています。 

 

○ フレイルには、「『身体』の虚弱」、「『こころ／認知』の虚弱」、「『社会性』の虚

弱」の３つの要素があります。 

  「『身体』の虚弱」には、骨や関節、筋肉など運動器の衰えが原因で、歩行や立

ち座りなどの日常生活に支障をきたす状態であるロコモティブシンドロームを含

みます。 

 

○ フレイルの状態に至ることなく、健康な状態で高齢期を過ごすためには、栄養

（食・口腔機能）、運動、社会参加の 3 つの柱が影響すると言われており、バラン

スの良い食事や運動による生活習慣病の予防、高齢になっても社会とのつながり

を保ち続けることなどが重要です。 

 

○ 都は、「東京都健康推進プラン２１（第三次）」の総合目標である「健康寿命の

延伸」に向け、生活習慣の改善や生活機能の維持・向上に向けた普及啓発を行う

とともに、区市町村や関係団体等と連携し、ライフステージ等に応じた都民の健

康づくりのための取組を推進しています。  

 

○ 「介護予防・フレイル予防と社会参加の推進」を東京都高齢者保健福祉計画の

重点分野の一つに位置付け、リハビリテーションの専門職等を活用した介護予防

や、高齢者が体操等を行う通いの場づくりなどに取り組む区市町村を支援してい

ます。 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞運動機能や認知機能などの機能の維持 

 ○ 高齢になっても、健康で自立した日常生活を送るため、加齢に伴い低下する運

動機能や認知機能を維持できるよう、都民の生活習慣の改善、生活機能の維持・

○ 日常生活に支障をきたす状態とならないよう、適度な運動や健康的な食生活の

実践など、望ましい生活習慣の取組を推進し、身体機能・認知機能等の維持を図

ります。 

○ 住民主体の介護予防活動を推進し、人と人とのつながりにより、支え合える地

域づくりを目指します。 
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向上の取組を進めることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題２＞住民が主体的に取り組む介護予防活動 

○ 介護予防において、体操等を行う通いの場などを住民自身が運営し、人と人と

のつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域づく

りが求められています。 

 

 ○ 区市町村が地域の実情を踏まえ、様々な社会資源を活用しながら、住民主体の

介護予防活動に取り組めるよう、支援していくことが必要です。 

 

 

 

（取組１）望ましい生活習慣等の実践に関する普及啓発の推進 

○ 都はホームページ等で、日常生活の中で身体活動量を増やす方法や、適切な質

と量の食事、健康的な食生活の意義や栄養に関する知識について、普及啓発を行

っていきます。 

 

○ 区市町村、保健医療関係団体、事業者・医療保険者等と連携し、区市町村の窓

口、医療機関、職場などにおいて、望ましい生活習慣の周知を図っていきます。 

（取組２）住民主体の通いの場づくりを推進          

○ 東京都介護予防・フレイル予防推進支援センターにおいて、介護予防に取り組

む人材育成や相談支援等、区市町村が行う介護予防の取組を総合的かつ継続的に

支援します。 

 

○ 住民が身近な場所で主体的に介護予防の取組を進められるよう、介護予防に資

する住民主体の通いの場等の介護予防活動の拡大や、フレイル予防の観点での機

能強化を促進する取組を推進する介護予防・フレイル予防推進員を地域包括支援

センター等に配置する区市町村を支援していきます。 
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 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組１ 

低栄養傾向（BMI20 以下）の高齢

者の割合（65 歳以上） 

男性 10.8% 

女性 25.4％ 

（平成 29～令和元年） 

減らす 

日常生活における１日当たりの平

均歩数（20 歳以上）≪再掲≫ 

男性（20～64 歳）  

8,585 歩 

女性（20～64 歳） 

7,389 歩 

男性（65 歳以上） 

5,913 歩 

女性（65 歳以上） 

5,523 歩 

（平成 29～令和元年） 

増やす 

日常生活における１日当たりの平

均歩数が 6,000 歩未満（65 歳以

上は 4,000 歩未満）の者の割合

（20 歳以上）≪再掲≫ 

男性（20～64 歳）  

28.2% 

女性（20～64 歳） 

40.6% 

男性（65 歳以上） 

38.4% 

女性（65 歳以上） 

36.6% 

（平成 29～令和元年） 

減らす 

取組２ 

通いの場の参加率（65 歳以上） 

※通いの場への参加率＝通いの場

の参加者実人数/高齢者人口 

4.6％ 

（令和 3 年度） 
増やす 
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５ ＣＯＰＤ（慢性閉塞性肺疾患） 1の予防 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

○ ＣＯＰＤは肺の炎症性の病気で、咳・痰・息切れを主な症状として緩やかに呼吸

障害が進行するもので、かつて肺気腫や慢性気管支炎と診断されていた病気の総

称です。 

 

○ ＣＯＰD は、肺炎や肺がんの危険因子として重要であり、軽症であっても高齢

者の肺の健康という観点から重大な病気です。ＣＯＰＤの原因は複数ありますが、

喫煙の影響が最も大きく、ＣＯＰＤ患者の９割以上が喫煙者です。ＣＯＰＤによ

る死亡者は男性に多く、全国では男性の死因の第９位となっています。（令和３年） 

 

○ ＣＯＰＤは、禁煙等により発症予防が可能であり、発症しても服薬により重症

化を予防することが可能であるため、ＣＯＰＤに関する正しい知識の普及啓発を

行い、早期発見から早期受診・早期治療へとつなげるための取組が必要です。  

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞正しい知識の普及啓発 

 ○ ＣＯＰＤの症状や医療機関の受診の必要性が十分認識されておらず、適切な治

療を受けずに症状が進行している人が少なくないと考えられます。  

 

  

 

 ○  

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1 ＣＯＰＤ：慢性閉塞性肺疾患。chronic obstructive pulmonary disease の略。 

○ ＣＯＰＤの予防、重症化予防による死亡率の減少に向け、疾病の原因や症状に

ついての正しい知識を広く周知していきます。 

○ 長期にわたる喫煙習慣がある等リスクの高い人に対し、ＣＯＰＤの早期発見と

早期受診を促すため、早期治療・療養継続の意義等についての普及啓発を行いま

す。 

 

（取組１）ＣＯＰＤに関する正しい知識の普及          

○ ＣＯＰＤの発症予防、早期発見、早期治療の促進に向けて、病気の原因や症状、

発症予防の方法、治療による重症化予防が可能であることなど、喫煙者等への正

しい知識の普及啓発を行っていきます。また、パンフレットや動画等を活用し、

職場と連携した普及啓発を行います。 
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＜課題２＞禁煙希望者の禁煙成功 

 ○ ＣＯＰＤ患者の９割以上が喫煙者とされ、禁煙により発症予防が可能です。  

 

 

 

 

 

 

 

 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組１ 

取組２ 

人口 10万人当たり COPDによ

る死亡率 

男性 17.0 

女性  3.7 

（令和 3 年）  

減らす 

 

（取組２）禁煙希望者への支援 

○ 禁煙希望者が禁煙できるようにするために、禁煙方法等に関する情報提供を行

うとともに、区市町村が行う住民に対する禁煙治療費の助成などの取組を支援し

ます。≪再掲≫ 
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６ こころの健康づくり 

 

 

 

 

 

 現 状  

○ こころの健康は、人が生き生きと自分らしく生きるために重要であり、生活の

質に大きく影響します。ストレスに耐える力には個人差があり、それを大きく超

えるような強いストレスが続くと、こころの病気が起こりやすくなります。ここ

ろの病気は、健康的な生活習慣の継続を妨げ、その他の疾患の発症や重症化につ

ながることも少なくありません。 

 

○ 都民一人ひとりが、適度な運動や十分な休養をとるなどの健康的な生活習慣に

よりストレスを上手に解消するなど、日常生活の中でストレスをためないことの

大切さを啓発する必要があります。 

 

○ 支援が必要な程度の心理的苦痛を感じている者（Ｋ６1の合計点数 10 点以上）

の割合は、男性 9.2％に比べて、女性 12.0％と高く、15 歳から 54 歳までの若

年層や働く世代でその割合が高くなっています。 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞ストレス対処法やこころの不調の早期発見 

 ○ うつ傾向や不安の強い人の割合の減少に向け、都民がそれぞれストレスに上手

に対処するとともに、必要に応じて適切な支援、治療を受ける必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                   
1  Ｋ６：米国のケスラーらにより、うつ病、不安障害などの精神疾患をスクリーニングすることを目的として開発

され、一般住民を対象とした調査で心理的ストレスを含む何らかの精神的な問題の程度を表す指標として広く利

用されている。合計点数が高いほど、精神的な問題がより重い可能性があるとされている。平成  22 年から、日本

でも国民生活基礎調査により把握している。 

○ 都民がそれぞれストレスに上手に対処するとともに、必要に応じ、早期に適切

な支援を受けることで、うつ傾向や強い不安を持たずに生活できるようにします。 

（取組１－１）ストレス対処法やこころの不調の早期発見に関する普及啓発 

○ ストレスへの対処法や話しやすい関係（つながり）の重要性、自身や周囲の人

のこころの不調に早めに気づく方法等について、ホームページ等による普及啓発

や情報提供を引き続き行っていきます。  

 

○ 必要な時に適切な相談を受けられるよう相談窓口の充実に努めるとともに、多

くの媒体を活用して地域の相談・支援機関を広く周知していきます。 

 

○ 労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）により、労働者が 50 人以上の事

業所での実施が義務付けられているストレスチェックについて、ホームページ等

による情報提供を引き続き行います。 
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 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

取組 

１－１ 

１－２ 

１－３ 

１－４ 

支援が必要な程度の心理的苦痛

を感じている者（K6 の合計点

数 10 点以上）の割合（20 歳

以上） 

男性  9.2% 

女性 12.0% 

（令和４年） 

減らす 

（取組１－２）こころの健康づくりに係る人材育成 

○ 区市町村や保険者において健康づくりの企画や指導的な役割を担うことが期

待される人材を対象に、知識・技術を普及する研修等を引き続き実施していきま

す。 

 

（取組１－３）区市町村への取組支援 

○ 区市町村の取組支援に向け、区市町村におけるこころの健康づくりに関する取

組状況の把握と参考となる事例の紹介を行うとともに、引き続き区市町村の取組

に対する財政的支援を行います。 

（取組１－４）事業者への取組支援 

○ 事業者団体と連携し、普及啓発に加え、こころの健康を含む健康づくりに取り

組む企業を支援するなど、職場における健康づくりの取組を推進していきます。 
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７ ひきこもり支援の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

 ○ ひきこもりとなった状態の長期化や家族の高齢化が進んでいることが顕在化し

ており、当事者や家族が抱える悩みも、就労や医療、介護、生活困窮、親亡き後

への不安など多岐にわたっています。 

 

○ また、地域社会におけるひきこもりへの偏見（本人の甘え、怠け、親の育て方

が悪いなど）や差別的な対応は、当事者や家族を追い詰め、孤立させる要因とな

っています。 

 

○ 令和 2 年に都が実施した「ひきこもりに関する支援状況等調査」では、関係機

関（保健所、生活困窮者自立相談支援機関、民間支援団体など）に寄せられてい

る相談について、当事者の年齢は中高年層を含み幅広く分布していること、ひき

こもりの状態となるきっかけは当事者によって様々であること、関係機関に相談

するに至るまでに長い時間がかかっているケースが一定数あることなどがわかり

ました。 

 

○ 都は、令和元年に当事者・家族の状況に応じた支援の在り方についての検討及

び情報共有の場として、当事者・家族への切れ目のないきめ細かな支援を行うこ

とを目的とした「東京都ひきこもりに係る支援協議会」を設置し、３年８月には、

それまでの議論を踏まえ、ひきこもりに係る支援の充実に向けた「提言」を公表

しました。 

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞ひきこもりへの正しい理解の促進 

 ○ ひきこもりへの偏見を排除し、当事者や家族を地域から孤立させないよう、都

民・関係者など社会全体に向けた普及啓発や情報発信を行う必要があります。  

 

○ 当事者や家族が、安心して相談や支援を求められるよう、「ひきこもりは特別な

人に特別に起こることではなく、誰にでも起こりうること」、「当事者一人ひとり

の心情に寄り添い、時々の状況に応じた対応が必要」というメッセージを当事者

や家族、社会全体に発信し、ひきこもりへの理解を促進することが重要です。 

○ 当事者・家族が安心して一人ひとりの状態・状況に応じたきめ細かな支援を受

けられるよう、都民及び関係者への普及啓発や効果的な情報発信、相談支援等に

取り組みます。 

○ 身近な地域において切れ目のない支援体制の整備に取り組む区市町村を支援し

ます。 
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＜課題２＞一人ひとりの状態・状況に応じた相談支援 

 ○ 当事者の多様性を踏まえて、一人ひとりの状況と心情に合った、無理のない、

受け入れられやすい支援を粘り強く行うことが必要です。  

 

○ 支援にあたっては、就労や自立などのゴールありきではなく、当事者が何を望

んでいるかという視点で、当事者に寄り添った、きめ細かな支援を継続すること

が重要です。 

 

○ 当事者が地域の活動等に参加できるよう環境を整え、当事者・家族に寄り添い、

見守り、伴走し続ける地域の理解者や協力者を広げることが必要です。  

 

○ 支援者のひきこもりに関する理解促進、支援ノウハウや関係機関との調整など、

スキルの向上を図る必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１）都民及び関係者への普及啓発・効果的な情報発信 

 ○ ひきこもりへの正しい理解を促進するため、インターネット広告、新聞広告、

交通広告、屋内広告等による普及啓発を実施します。 

 

○ 区市町村のひきこもり相談窓口や関係機関等を紹介するリーフレットを作成

し、都民等に周知します。 

 

○ ひきこもりに関する講演会を開催します。 

（取組２－１）相談窓口による対応 

 ○ 都のひきこもりに関する相談窓口「東京都ひきこもりサポートネット」におい

て、ひきこもりの状態にある当事者や家族等から、電話、メール、訪問、来所に

よる相談に応じるとともに、ピアサポーター（ひきこもりの経験がある方やその

家族）によるオンライン相談を実施し、当事者・家族の状態・状況に応じたきめ

細かな支援を行います。 

（取組２－２）多様な社会参加の場とサポートの充実 

 ○ 当事者・家族が、活動の場など多様な地域資源を安心して利用できるよう、支

援のポイント等をまとめた「ひきこもり等のサポートガイドライン」を広く支援

団体や関係機関、区市町村等に周知します。  

 

○ ガイドラインの理念に沿って相談対応や居場所の提供等を都内で行う民間支

援団体の情報を発信していくとともに、当該団体と連携して当事者・家族をサポ

ートします。 
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＜課題３＞身近な地域における支援の充実 

 ○ 身近な地域である区市町村は、相談・支援の担い手としての体制を構築するこ

とが必要です。 

 

 ○ 当事者や家族が早期の相談・支援につながり、世帯全体の複合的な課題に対応

するためには、身近な地域において、相談体制の充実を図るとともに、多様な関

係機関が有機的に連携して「切れ目のない支援」にあたる必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組３－１）区市町村への支援 

 ○ より多くの区市町村がひきこもり支援事業を開始できるよう、その立ち上げ経

費を補助するほか、東京都ひきこもりサポートネットに設置した多職種専門チー

ムが複雑・困難な事例に対し適切に助言するなど、ひきこもり支援の充実に取り

組む区市町村を支援します。  

（取組２－３）支援者の育成 

 ○ 支援協議会の提言やサポートガイドラインを踏まえ、区市町村職員、関係機関

職員、民生委員・児童委員、民間支援団体等を対象に、当事者・家族等へのサポ

ートに必要な知識や技術に関する研修を行います。  

   

（取組３－２）地域における連携ネットワークの構築 

 ○ 区市町村ごとの取組状況や連携の在り方に応じた情報共有や意見交換、事例検

討を実施することにより、各区市町村における連携ネットワークの構築を支援し

ます。 
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８ 自殺対策の取組 

 

 

 

 

 

 

 現 状  

○ 全国の自殺による死亡者数は、平成 10 年に 31,755 人となって以降３万人前

後で推移し、22 年以降は減少傾向となり、令和元年には 19,425 人まで減少し

ましたが、２年以降は増加傾向に転じ、４年は、21,252 人となりました。 

 

○ 都の自殺者数は、平成 10 年から 23 年までの 14 年間は、2,000 人台後半で

推移し、23 年の 2,919 人をピークに減少傾向となり、令和元年には 1,920 人ま

で減少しましたが、２年以降は増加傾向に転じ、４年は、2,194 人となりました。 

 

○ 都の自殺者数の約３分の２を男性が、約３分の１を女性が占めています。男女

別にみると、男性は、40 歳代後半から 50 歳代が最も多く、女性は、40 歳代及

び 50 歳代前半で多い傾向が続いていましたが、令和３年には特に 20 歳代の女

性が大幅に増加しました。 

 

○ 都の職業別の自殺者数をみると、「無職者」が最も多く、次いで、「被雇用者・

勤め人」が多くなっています。 

 

○ 都における小学生、中学生、高校生、大学生、専修学校生等（以下「児童・生

徒・学生」という。）の自殺者数は、近年増加傾向にあります。特に、小学生、中

学生、高校生の自殺者数は、平成 29 年は 37 人であったところ、令和４年は 54

人と大幅に増加し、10 歳代の子供の自殺も後を絶ちません。また、都における大

学生、専修学校生等の自殺者数は毎年 100 人前後の高水準で推移しています。 

 

○ 都における自殺者数のうち、全体の２割程度に自殺未遂歴があり、特に女性の

自殺者では、３割程度に自殺未遂歴があります。 

 

 ○ 自殺の背景には、健康問題や経済問題、就労や働き方の問題など、様々な要因

が複雑に絡み合っていることから、都は、平成 19 年 7 月に、保健、医療、福祉、

労働、教育等の関係機関、NPO 等の民間団体及び行政機関等から構成される「自

殺総合対策東京会議」を設置し、以降、これらの機関等と連携・協力して総合的

な自殺対策を推進しています。 

 

 ○ また、自殺念慮者からの相談に対応する電話相談及びＳＮＳ相談を実施すると

○ 福祉、医療、経済、教育等との連携のもと、「生きることの包括的な支援」とし

て自殺対策を推進し、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指しま

す。 

132



 

ともに、救急医療機関に搬送された自殺未遂者等を地域の支援や精神科医療につ

なぐ相談調整窓口「東京都こころといのちのサポートネット」を運営しています。  

 

○ 平成 28 年の自殺対策基本法（以下「基本法」という。）の改正及び 29 年の国

の自殺総合対策大綱（以下「大綱」という。）の決定を受け、都は 30 年６月に「東

京都自殺総合対策計画～こころといのちのサポートプラン～」（以下「第１次計画」

という。）を策定し、令和４年度まで５年間、第１次計画に基づき取り組みました。 

 

○ 令和５年３月には、国の新たな大綱に盛り込まれた施策の動向や社会情勢の変

化等を踏まえ「東京都自殺総合対策計画～こころといのちのサポートプラン～（第

２次）」（以下「第２次計画」という。）を策定し、9 年度までの５年間、第２次計

画に基づき取り組むこととしています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男女別の自殺者数の年次推移（東京都）  

資料：厚生労働省「人口動態統計」 
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 課題と取組の方向性  

＜課題１＞総合的な自殺対策の推進 

 ○ 全国及び都内の自殺者数は増加傾向にあり、自殺の背景には、健康問題や経済

問題、就労や働き方の問題など、様々な要因が複雑に絡み合っていることから、

福祉、医療、経済、教育等との連携のもと、「生きることの包括的な支援」として、

自殺対策をより一層推進していく必要があります。中でも、都の自殺の現状やこ

れまでの取組を踏まえて、「自殺未遂者への継続的な支援」、「早期に適切な支援窓

口につなげる取組」、「働き盛りの男性の自殺防止」、「困難を抱える女性への支援」、

「若年層の自殺防止」、「遺された方への支援」に重点的に取り組むことが必要で

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（取組１－１）自殺未遂者への継続的な支援 

 ○ 地域において自殺未遂者を継続的に支援し、自殺未遂者が安定した生活を送る

ことができるよう、区市町村をはじめとする地域の支援機関の体制強化に取り組

みます。 

（取組１－５）児童・生徒・学生をはじめとする若年層の自殺防止  

 ○ 学校の各段階、学校や社会とのつながりの有無等、支援を必要とする若年層が

置かれている状況は異なっており、自殺に追い込まれる事情も様々であることか

ら、それぞれが置かれている状況に沿った施策を実施していきます。  

（取組１－４）困難を抱える女性への支援  

 ○ 女性の自殺の背景にある親子関係の不和、夫婦関係の不和をはじめ、勤務問題

などのコロナ禍で顕在化した女性を巡る課題を踏まえるとともに、効果的な普及

啓発の在り方を検討し、様々な困難を抱える女性への支援を更に充実させていき

ます。 

（取組１－３）働き盛りの男性の自殺防止  

 ○ 勤務問題について相談しやすい環境整備など、職場におけるメンタルヘルス対

策の推進とともに、うつ病等により休職した男性が仕事に円滑に復帰できるよう

復職に向けた支援を実施するなど、適切な社会生活の確保を図ります。  

  

○ 育児・介護などの家庭生活に関する問題が、自殺のリスクとなることも考えら

れることから、援助希求行動を起こしづらいとされる男性が早期に適切な相談窓

口につながることができるよう、取組を推進していきます。  

（取組１－２）悩みを抱える方を早期に適切な支援窓口につなげる取組  

 ○ 悩みを抱える方が援助希求行動を起こし、早期に適切な支援窓口につながるこ

とができるよう取組を強化します。 
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 評価指標  

 

取組 指標名 現状 目標値 

共通 

自殺者数 

自殺死亡率（人口 10 万人当たり

の自殺による死亡数） 

自殺者数

2,194 人 

自殺死亡率

16.3 

（令和４年） 

令和８年まで

に自殺者数

1,600 人以

下、自殺死亡

率 12.2 以下 

 

 

（取組１－６）遺された方への支援  

 ○ 困難を抱える遺族等に対し早期に必要な支援を行うことができるよう、相談体

制を充実させていきます。 
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第５節 外来医療に係る医療提供体制の確保 

 

 

 

 

 

 

 

 

外来医療計画とは 

○ 平成 30 年の医療法の一部改正により策定した東京都外来医療計画は、全国ベースで

国が統一的・客観的に比較・評価した「外来医師偏在指標」を用いて、外来医療に係る

医療提供体制を確保するための方策を定めるものです。  

 

○ 具体的には、外来医師偏在の度合いや地域ごとの外来医療機能の偏在等の情報を

新たに開業しようとしている医療関係者等に提供することで、個々の医師の行動変

容を促し、偏在是正につなげていくことを基本的な考え方としています。  

 

○ また、ＣＴ、ＭＲＩなどの高額医療機器について、人口当たりの台数に地域差が

あり、医療機器ごとに地域差の状況は異なることから、効率的な医療提供体制の構

築に向けて、医療機器の共同利用による効率的な活用を計画に定めることとされて

います。 

 

 現状・これまでの取組  

１ 外来医療機能 

（１）外来医療の状況 

○ 都内の診療所医師数は、年々増加しており、令和２年は 16,026 人、人口 10

万人当たりでは 120.9 人です。 

＜診療所医師数の推移＞ 

 

○ 地域における協議等を通じて、外来医療機能を明確化し、各医療機関の役割分

担や医療機関間の連携を促進することにより、地域に必要な外来医療の提供体制

を確保します。 

○ 高額な医療機器の共同利用を進め、地域全体での効率的な医療提供体制の構築

を推進します。 

（人） 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（旧：医師・歯科医師・薬剤師調査）」 
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○ 属性別の診療所医師数を見ると、「診療所の開設者又は法人の代表者」に比べて

「診療所の勤務者」の増加率が高く、令和２年はそれぞれ、9,573 人、6,453 人

となっています。 

 

＜属性別の診療所医師数の推移＞ 

 

 

 

○ 性別年齢階級別診療所従事医師数を見ると、男性では 60歳～64歳までの区分、

女性では 45 歳～49 歳までの区分で最も多くなっています。 

 

 ＜性別年齢階級別診療所従事医師数＞ 

 

 

 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計」（令和２年） 

（人） 

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（旧：医師・歯科医師・薬剤師調査）」 
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○ 診療所医師に占める女性の割合は増加傾向にあり、令和２年に 30％を超え、３

人に１人が女性医師となっています。平均年齢は、男性医師が約 60 歳、女性医

師は約 53 歳です。 

 

＜診療所従事医師の男女別平均年齢及び女性比率の推移＞  

 

 
 

 

○ 都内の診療所数は年々増加しており、令和２年は 13,889 施設、人口 10 万人

当たりでは 98.9 施設です。 

 

＜年別診療所数の推移＞ 

 

（％） （歳） 

資料：厚生労働省「医療施設調査」 

（施設）  

資料：厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師統計（旧：医師・歯科医師・薬剤師調査）」 

（人） 
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○ 都内の令和元年 10月から令和 2年 9月までの期間における診療所開設数は 867

施設、廃止数は 629 施設となっており、開設数は全国の開設数の約１割を占めて

います。 

 

＜診療所の開廃（令和元年 10 月から令和 2 年 9 月までの期間）＞ 

開設数  廃止数

全国 8,302 7,770

東京都 867 629

　区中央部 253 162

　区南部 59 31

　区西南部 120 90

　区西部 97 71

　区西北部 101 73

　区東北部 36 40

　区東部 68 62

　西多摩 16 12

　南多摩 46 42

　北多摩西部 11 10

　北多摩南部 38 30

　北多摩北部 21 6

　島しょ 1 0  

 

 

（２）外来医師偏在指標 

○ 外来医師偏在指標とは、地域ごとの外来機能の偏在・不足等を客観的に把握す

るため、二次保健医療圏ごとの人口 10 万人当たりの診療所医師数を指標化した

もので、国が全国一律の算定式により算出し、データを都道府県に提供します。 

 

 ○ 国の「外来医療に係る医療提供体制の確保に関するガイドライン」(以下、この

節において「ガイドライン」という。)では、外来医師偏在指標の値が全国の二次

保健医療圏の上位３分の１に該当する二次保健医療圏を「外来医師多数区域」と

しています。 

 

○ 国が算出した東京都の外来医師偏在指標は次表のとおりで、区部の全７圏域、

北多摩南部、及び島しょの 9 圏域が「外来医師多数区域」に該当します。 

 

 

 

 

 

 

 

（施設）  

資料：厚生労働省「医療施設調査」（令和２年） 
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＜外来医師偏在指標と外来医師多数区域への該当状況＞  

全国順位
（335圏域中）

圏域名
国が算定する

外来医師
偏在指標

外来医師多数区域
（全国の上位33.3%）

全国（参考） 112.2

1 区中央部 270.1

2 区西部 201.8

3 区西南部 185.0

13 島しょ 145.5

14 区南部 144.7

16 区西北部 142.8

37 北多摩南部 127.7

58 区東部 120.6

74 区東北部 116.3

120 北多摩西部 106.9

152 南多摩 102.5

169 北多摩北部 99.5

269 西多摩 83.8

外来医師多数区域
に該当

該当せず

 

 

 

○ 区部の全ての二次保健医療圏が外来医師多数区域に該当し、中でも区中央部、

区西部、区西南部が全国順位の上位３位であり、大学病院本院が所在する二次保

健医療圏が全国上位を占める状況は、前回（令和 2 年３月の計画策定時）と変わ

りありません。 

    

○ 外来医師偏在指標においては、医師の確保が困難な地域等における自治体の医

師確保施策等に基づく配置は考慮されず、前回同様、へき地である島しょ圏域が

全国 13 位で「外来医師多数区域」となるなど、外来医師偏在指標が機械的に算

出された相対的な数値であり、必ずしも実態を反映していない点には注意が必要

です。 

 

○ また、都における外来医療の現状を明らかにするための検討においては、次の

点に留意することが必要です。 

 

 

 

 

 

厚生労働省が「医師・歯科医師・薬剤師調査」（令和２年）等に基づき算出  
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診療所等開設の届出 

診療所の開設は、医療法第 8 条により届出制とされており、憲法上保障され

た営業の自由との関係により、どこに、どの診療科の診療所を開設するかは、

開設者の自由とされています。 

 

病院の外来診療機能 

特定機能病院や拠点病院等は救命救急や難病等の特殊な外来を、200 床未満

の病院等は地域に密着した外来をそれぞれ担い、診療所とともに、外来医療の提

供において重要な役割を果たしています。 

 

外来医療機能の多様化 

診療所の専門分化、かかりつけ医機能、総合診療機能、救急、在宅、看取りな

ど外来医療に求められる機能は多様化しています。  

 

都民の受療行動 

病状に応じた適切な受療行動が浸透するよう、都民の理解促進を図ることが

必要です。 

少子高齢化の進展、地域における疾病構造の変化、医療機関の開設・閉鎖等 

に伴い、都民の受療行動は大きく変化する可能性があります。  

 

○ ガイドラインは、外来医師多数区域において、新規開業者に対する取組を行う

ことを求めていますが、都の外来医療の課題解決や将来を考えるためには、外来

医師多数区域に限ることなく、全ての二次保健医療圏で新たに開業を希望する医

師及び既存の診療所の医師に対し、行動変容を促すことが必要です。 

 

○ 都は、診療所の新規開業希望者が、地域の外来医療の状況について早い段階か

ら理解を深められるよう、二次保健医療圏ごとに地域で不足する外来医療機能、

外来医師偏在の度合いや地域ごとの外来医療機能の偏在等の情報を記載した外来

医療計画をホームページで公表するとともに、新規開業手続きの窓口などで情報

提供しています。 

 

○ また、全ての圏域において診療所の開業手続に合わせて、新規開業者の「地域

の外来医療機能の状況を理解し、必要に応じて地域医療へ協力していくこと」の

合意を確認し、合意がない新規開業者には、外来医療に係る医療提供体制の確保

に向けた協議の場である地域医療構想調整会議への出席要請を行い、協議を行う

こととしています。 

 

○ なお、「地域の外来医療機能の状況を理解し、必要に応じて地域医療へ協力して

いくこと」への合意の有無や地域医療構想調整会議における協議の実施の有無に

より、診療所の開設が妨げられるものではありません。  
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（３）紹介受診重点医療機関等 

○ こうした診療所医師への取組に加え、外来における患者の行動変容を促し、紹

介・逆紹介の流れの円滑化を図るため、紹介状を持った患者の診療に重点を置く

医療機関を明確化し、「紹介受診重点医療機関」として公表しています。 

 

○ 紹介受診重点医療機関については、医療機関が報告した外来機能報告の結果を

もとに、地域医療構想調整会議において協議を行い、協議が整った医療機関を、

東京都保健医療局のホームページにおいて公表しています。 

 

○ 高齢化が進展するなか、慢性疾患を有する高齢者その他の継続的な医療を要す

る患者を地域で支えるために必要な「かかりつけ医機能」について、国は全世代

対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正す

る法律（令和５年法律第 31 号）により医療法を一部改正し、「かかりつけ医機能」

について各医療機関が都道府県知事に報告することなどを含む「かかりつけ医機

能報告制度」を令和７年４月に創設することとし、制度の詳細について検討を進

めています。 

 

２ 医療機器 

○ 二次保健医療圏ごとのＣＴ、ＭＲＩなどの高額医療機器の調整人口 10 万人当

たりの台数は、次のとおりです。 

 

＜都内二次保健医療圏の調整人口当たり台数の状況＞  

ＣＴ ＭＲＩ ＰET マンモグラフィー
放射線治療

（体外照射）

  全国 11.5 5.7 0.47 3.4 0.82

  東京都 9.6 5.0 0.52 3.6 0.96

  区中央部 29.7 17.3 3.85 13.6 5.42
  区南部 8.4 4.5 0.10 2.7 0.94

  区西南部 7.8 5.2 0.17 3.3 0.88

  区西部 9.8 5.3 0.98 5.3 1.20
  区西北部 8.1 3.7 0.48 2.5 0.66

  区東北部 9.6 4.6 0.08 2.0 0.24

  区東部 7.1 4.0 0.47 2.5 0.72
  西多摩 10.1 2.5 0.25 2.1 0.74

  南多摩 7.8 3.9 0.07 2.3 0.36

  北多摩西部 7.6 5.4 0.65 2.9 0.66
  北多摩南部 8.7 3.9 0.00 2.2 0.79

  北多摩北部 6.7 2.9 0.14 2.4 0.57

  島しょ 24.2 3.6 0.00 0.0 0.00

調整人口当たり台数（台／10万人）

 

 

 ○ ＣＴ、ＭＲＩなどの高額医療機器については、人口当たりの医療機器台数に地

域差があり、また、医療機器の種類ごとに地域差の状況が異なります。 

 

○ 高額な医療機器を効率的に活用するためには、医療機器の共同利用を進める必

資料：厚生労働省が「医療施設調査」（令和２年）等に基づき作成した調整人口当たり台数  
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要があることから、高額な医療機器を購入（新規・更新）する医療機関が作成す

る当該機器の共同利用に係る計画（以下「共同利用計画」という。）について、地

域医療構想調整会議において協議を行い、結果を取りまとめ公表しています。  

 

 共同利用計画には、次の内容が盛り込まれていることを確認しています。  

   ・共同利用の相手方となる医療機関 

   ・共同利用の対象とする医療機器 

   ・保守、整備等の実施に関する方針 

   ・画像撮影等の検査機器については画像情報及び画像診断の提供に関する方針  

 

 ○ 医療機関が購入する医療機器の共同利用を行わない場合については、共同利用

を行わない理由について地域医療構想調整会議で確認しています。 

  

○ なお、共同利用計画作成の有無により、医療機器の購入が妨げられるものでは

ありません。 

 

○ また、ガイドラインでは、地域における医療機器の効率的な活用に向けて、医

療機器の共同利用方針を定めることとされており、都は、全ての二次保健医療圏、

全ての医療機器共通の共同利用方針を次のとおりとしています。 

 

≪医療機器の共同利用方針≫ 

※5 種共通（ＣＴ、ＭＲＩ、ＰＥＴ、マンモグラフィー、放射線治療）  

・ 連携する医療機関との間で共同利用を進める  

・ 保守点検を徹底し、安全管理に努める  

・ 検査機器の共同利用にあたっては、画像情報、画像診断情報の共有に努める  

 

○ なお、「共同利用」については、画像診断や放射線治療が必要な患者を、医療

機器を有する医療機関に対して患者情報とともに紹介する場合を含みます。  

 

 課題と取組の方向性  

＜課題１＞外来医療機能の明確化・連携 

○ 都の実情に応じた外来医療提供体制を確保するためには、地域で不足する外来

医療機能を可視化し、外来医師多数区域に限ることなく全ての圏域において外来

医療を担う医師の自主的な行動変容を促すことが必要です。  

 

 ○ 地域の外来医療の状況をより詳細に明らかにするため、診療所のみならず病院

の外来医療機能も含めて、外来医療に関する区市町村単位及び診療科別等の現状

を分析把握し、当該データに基づいて地域における協議を行うことが必要です。 

 

 ○ 各医療機関の外来医療機能を明確にし、患者の紹介・逆紹介の流れを円滑化す
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るため、地域の実情を踏まえた協議により、紹介受診重点医療機関を公表し、医

療関係者、都民に周知する必要があります。 

 

 ○ 国が検討する、かかりつけ医機能が発揮される制度では、都道府県が医療機関

からの報告を踏まえ、当該医療機関がかかりつけ医機能の確保に係る体制を有す

ることを確認し、地域の協議の場に報告・公表すること等が想定されています。

都内には約１万５千の医療機関が所在することから、協議の場の運営方法等につ

いて検討していくことが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜課題２＞医療機器の効率的な活用 

○ 医療機関間での共同利用により、高額な医療機器の効率的な活用を図る

には、医療機器の新規購入や更新を検討している医療機関が、近隣の医療

機関における共同利用可能な医療機器の配置・利用状況を把握できること

が必要です。 

   

○ 医療機器の共同利用については、法令等で定められている保守点検計画

の策定等を遵守した上で運用すべきであることから、都は、共同利用を運

用するに当たり医療機関が遵守すべき事項を共同利用方針として定めてい

ます。 

 

 

 

 

（取組２）医療機器の効率的な活用 

○ 医療機器の配置状況に関する情報を可視化するとともに、医療機器の保有状況

等に関する情報を提供していきます。 

 

○ 新規に高額な医療機器を導入する医療機関に対し、医療機器の共同利用計画書

の提出を求め、地域医療構想調整会議で確認します。 

 

○ 医療機器の共同利用を行う医療機関に対し、共同利用方針の遵守を求めます。 

 

（取組１）外来医療機能の明確化・連携の推進 

○ 外来医療を担う医師の自主的な行動変容を促すために必要な情報を提供する

ともに、全ての圏域で新規開業希望者に地域医療への協力を要請します。 

 

○ 区市町村単位及び診療科別等の外来機能の現状を詳細に分析して可視化し、外

来医療機能の明確化・連携に向けた協議を実施していきます。 

 

○ 毎年度の外来機能報告に基づき、地域医療構想調整会議での協議を踏まえて紹

介受診重点医療機関を公表し、紹介・逆紹介の流れを円滑にします。  

 

○ かかりつけ医機能に関しては、国の詳細な制度設計を注視し、都の実情に応じ

た対応を検討していきます。 
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